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序   文 

独立行政法人国際協力機構は、マラウイ国と締結した討議議事録（R/D）に基づき「シレ

川中流域における農民による流域保全活動推進プロジェクト」を 2013 年 4 月から実施して

参りました。 

当機構はプロジェクト期間中の活動実績等について総合的な評価を行うとともに、今後

の対応策等を協議するため、2017 年 11 月 6 日から 11 月 24 日まで終了時評価調査を実施し

ました。 

本報告書は、同調査によるプロジェクト関係者との協議及び評価調査結果等を取りまと

めたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願う

ものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者に対し、心から感謝の意を表

します。 

2018 年 6 月 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部部長 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：マラウイ共和国 案件名：シレ川中流域における農民による流域保全活動推

進プロジェクト 

分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部 協力金額（終了時評価時点までの実績）：約 4.6 億円 

協力期間： 

(R/D) 2013 年 4 月 1 日～2018

年 3 月 31 日 

先方関係機関：天然資源・エネルギー・鉱業省、農業・灌

漑・水開発省、市民教育・文化・コミュニティ開発省、大

統領・内閣府、対象 4 県政府（ブランタイア県、バラカ県、

ネノ県、ムワンザ県 

他の関連協力：技術協力プロジェクト「シレ川中流域にお

ける村落振興・森林復旧プロジェクト」（2007 年 11 月～

2012 年 11 月） 

１－１ 協力の背景と概要 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」）の国全体の森林地は 1990 年 420 万 ha から 2005

年 340 万 ha と大幅に減少した。特に、マラウイ湖の南端から南部マラウイに流れ込む、

シレ川中流域の森林資源は、同国最大の商業都市であるブランタイアの人口成長に起因す

る課題である、森林での薪収集の増加などにより、急速に減少している。こうした森林資

源の減少は、同流域の保水能力の低下、土壌流出や悪化による農業生産の低下を引き起こ

している。その結果、脆弱な生活条件にさらされているコミュニティ住民の貧困状況は悪

化してきている。加えて、シレ川に流入する大量の土砂は河床に堆積し、河川の流量の減

少を引き起こしており、シレ川水系に立地し、同国の発電電力量の 94％を賄う水力発電

所の発電能力の低下など、悪影響を及ぼしている。 

こうした状況下、国際ドナーや NGO は、シレ川流域の環境悪化の緩和を図る活動を積

極的に支援している。特に、2014 年 6 月、世界銀行（WB）は、セクター横断的な開発計

画及び調整メカニズム、最も緊急な水関連インフラへの投資及び支流域の回復及び既存の

天然林、湿地及び生物多様性の保護に向けた拡大可能なシステム及び方策の整備を含む、

「シレ川流域管理プログラム（フェーズ 1）プロジェクト」を開始した。 

こうした活動以前に、国際協力機構（JICA）は、1999 年以降に実施した各種調査に基

づいた、「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト」（2007～2012 年）（以

下、「COVAMS （Community Vitalization and Afforestation in Middle Shire）I 」を開始した。

COVAMS I は、特定型村落研修アプローチ（Specified Village Training Approach: SVTA）(以

下、「COVAMS アプローチ」)を活用した村落研修アプローチに基づく、シレ川中流域の

ブランタイア県の 2 つの伝統的首長領（Traditional Authorities: TAs）における 244 村落の 3

万世帯以上を対象とした技術の普及を通じて、本事業で導入した土壌保全及び植林技術の

対象地域の農民による広範な実践という効果をもたらした。他方、COVAMS I の対象地域

は、全体で 7,350 ㎢に及ぶシレ川中流域の 400 ㎢をカバーしたにとどまった。また、行政
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制度として計画的に活動を進める実施体制の構築に課題が残されていた。そのため、マラ

ウイ政府は日本政府に対し、COVAMS アプローチに基づく土壌保全活動をより広範に普

及するための技術協力プロジェクトを要請した。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

COVAMS アプローチを活用した農民による流域保全活動*（Catchment Management 

through Farmers’ Activity: CMFA）が対象県において、広く実施される。 

 

*シレ川中流域の集水域における土壌保全及び集水力改善に係る技術（改良畝、植林・

育林、ガリ対策）を活用したコミュニティ・ベースの流域保全活動 

 

（２）プロジェクト目標 

対象県において流域保全活動が制度化される。 

 

（３）成果 

1. COVAMSの制度化及び予算の確保に関する対象県及び関連諸機関に対する働き

かけが実施される。 

2. 対象県職員によるCOVAMSアプローチ実施能力が向上する。 

3. 普及手法及び普及対象技術としてのCOVAMSアプローチの有効性が検証される。 

4. すべてのレベルの関係機関の指導的な立場の関係者間におけるCOVAMSアプロ

ーチへのコミットメントが強化される。 

 

（４）投入（終了時評価時点） 

 日本側： 

1) 専門家派遣：合計 18 名  

2) 研修員受入：合計 29 名 

3）第三国研修（ケニア）：1 名 

4) 機材供与：コピー機、コンピューター及びプリンター、ラップトップ・コンピュ

ーター、バイク、四輪駆動ピックアップ・トラック、自転車、等 

5) ローカルコスト負担：研修費用  

 マラウイ側： 

  1) カウンターパート（C/P）配置：合計 120 名 

  2) 施設：MoNREM（リロングエ）及びブランタイア県州森林局（南部）のプロジェ

クト・オフィス 

２．終了時評価調査団の概要 
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調査団 担当分野 氏名 所属先・職位 

総括 森田 隆博 JICA地球環境部 審議役 兼 次長 

協力企画 豊嶋 絵美 JICA地球環境部 森林・自然環境グループ

自然環境第二チーム 特別嘱託 

評価分析 中村 桐美 OPMAC（株）取締役/上席コンサルタント 
 

調査期間：2017 年 11 月 6 日～11 月 24 日 評価種類：終了時評価 

３．調査結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 2007 年 11 月に実施された終了時評価時点までに、計画された成果は概ね達成され、こ

れにより、プロジェクト完了時までに、プロジェクト目標も達成される見込みである。 

 

（１）各成果の達成状況 

成果 1： COVAMS の制度化及び予算の確保に関する対象県及び関連諸機関に対する働

きかけが実施される。 

成果 1 は、一部達成しており、プロジェクト終了までに達成することが見込まれる。

COVAMS アプローチのガイドライン及びマニュアルは、ドラフトが作成され、最終化

の作業が行われている。民間セクターを対象とした広報セミナー及びメディアによる現

地視察は、プロジェクト終了前までに実施される予定である。 

 

成果 2：対象県職員による COVAMS アプローチ実施能力が向上する。 

成果 2 は、達成された。成果 2 のすべての指標は達成されており、TST、CCO 及び

LF を含む、キャパシティ・ディベロップメントの対象となっているグループは、本プ

ロジェクトで導入した CMFA を農民が実施できるよう指導するための技術的な知識・

スキルが向上した。また、LF と指導を受ける農民は、3 つの CMFA 技術を実践するた

めに必要な技術的な知識・スキルを習得した。 

 

成果 3：普及手法及び普及対象技術としての COVAMS アプローチの有効性が検証され

る。 

成果 3 は、達成された。成果 3 のすべての指標は達成されており、農民間普及手法や

CMFA 技術といった COVAMS アプローチの有効性が検証された。本プロジェクトで養

成された LF の 100％が CMFA 技術を実践している。 

 

成果 4： すべてのレベルの関係機関の指導的な立場の関係者間における COVAMS アプ

ローチへのコミットメントが強化される。 

成果 4 は、概ね達成された。COVAMS アプローチに基づく CMFA の普及のための県

及び州レベルの調整メカニズムは、CCO 及び TST の月例ミーティング及び PM の月例

ミーティングにより、構築された。 
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（２）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：対象県において流域保全活動が制度化される。 

上述のとおり、計画された成果は、達成あるいはおおむね達成されており、プロジェ

クト目標は、プロジェクト完了時までに達成される見込みである。 

 指標 1 は、県戦略開発計画は、資源とイニシアティブの欠如により機能しておらず、

県レベルでの中期開発計画及び投資計画を策定する体制はないものの、2017/18 年度の

活動計画は 2017 年に実施されたレビュー会合において県ごとに策定され、2018/19 会計

年度の活動計画は、2018 年 2 月から 3 月に開催予定のレビュー会合で策定される予定

である。また、COVAMS アプローチに基づく CMFA の普及及びフォローアップ活動に

関する計画を含む、今後 3 年間の行動計画が、レビュー会合で協議、策定されることが

見込まれている。 

 指標 2 については、COVAMS アプローチのガイドラインは、終了時評価時点にお

いて最終化のプロセスにある。また、カウンターパート機関である、MoNREM、

MoAIWD、MoCECCD 及び OPC は、ガイドラインを全国的に活用するため、公式にこ

れを承認することに合意している。 

 

（３）上位目標の達成見込み 

上位目標：COVAMS アプローチを活用した農民による流域保全活動（CMFA）が対象県

において、広く実施される。 

上位目標は、達成される見込みが高い。指標 1 については、プロジェクト完了後にお

いて適用されることを念頭におき、本プロジェクトにおいて、投入を最小化した「低投

入 COVAMS（Lean COVAMS）アプローチ」により、ムワンザ県の非対象 TA の 5 つの

村落において、COVAMS による CMFA の普及がすでに行われている。指標 2 について

は、本プロジェクトにより、流域管理に関連する地域で COVAMS アプローチによる

CMFA に関する研修及び技術移転を行った村落のうち、いくつかの村落において、他ド

ナーや NGO の支援を受けていることが、終了時評価時点で確認された。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクトの終了まで妥当性は維持される見込み

である。事前評価時から終了時評価時までにおいて、マラウイの国家森林政策、土壌保

全及び森林回復を通じたシレ川中流域の流域管理という開発ニーズと合致している。ま

た、植林・造林及び流域管理を含む自然資源保全への協力を重点分野の一部とする、日

本の対マラウイ援助政策に合致している。 

 

（２）有効性 

終了時評価時点において、COVAMS アプローチに基づく CMFA の制度化については

さらなる強化の余地はあるものの、産出されたアウトプットによりプロジェクト目標は

達成される見込みであることから、本事業の有効性は高いと判断される。 
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（３）効率性 

終了時評価時点において、プロジェクト活動の効率的な実施の阻害要因は見られたも

のの、本プロジェクトの全体的な効率性は高いと判断される。これは、本プロジェクト

の投入が、計画された成果の産出とともに、広範な能力開発と COVAMS アプローチに

基づく CMFA の普及という多大な効果を、効率的にもたらしたことによる。 

 

（４）インパクト 

終了時評価時点において、本プロジェクトでの重点的な支援が完了した村落での取り

組みや、カウンターパートである省・県政府及び他ドナー・NGO の支援により、上位

目標の達成見込みは高く、正のインパクトが確認された。本プロジェクトによる正のイ

ンパクトとしては、CMFA 技術の導入による対象村落におけるメイズ生産の向上、森林

回復に加え、小学校での環境教育への CMFA の導入、県レベルにおける協調・調整に

よる普及サービスの提供、能力強化された SLF 及び LF のコミュニティにおけるリーダ

ーシップの確立、が挙げられる。なお、負のインパクトは確認されなかった。 

 

（５）持続性 

本プロジェクトにおける持続性は、支援が完了した村落における CMFA の継続状況

により検証可能である。本プロジェクトの効果の持続性は、政策・制度面、組織面、技

術面及び財務面から見て、プロジェクト完了後、一定程度確保されるものと見込まれる。

しかしながら、依然として、SLF 及び LF の動機づけや技術的な能力の維持、マラウイ

の中央レベル及び県レベルでのCOVAMSアプローチによるCMFAの普及のための財源

確保といった、課題が残されている。 

 

３－３ 効果発現に係る貢献・阻害要因 

（１）貢献要因 

1) 計画内容に関すること 

COVAMS アプローチによる CMFA の普及に向けた制度化を目的とし、成果の一つ

として、中央レベルと県レベルでの省横断的、分野横断的な協調・調整メカニズムの

構築を組み入れたことが、プロジェクトの効果の発現と組織体制面での持続性の確保

につながった。また、SLF 及び LF の養成が、COVAMS アプローチの実施に係る能力

向上の一つとして計画されていたが、これにより COVAMS アプローチによる CMFA

のコミュニティにおける導入、実践、定着に結び付き、上位目標の達成や正のインパ

クトの発現をもたらした。 

 

2) 実施プロセスに関すること 

本プロジェクトでは、日本人専門家の派遣の体制が前半と後半で変更された。前半

における長期専門家派遣は、ブランタイア県のプロジェクト事務所に常駐する形がと

られ、県レベルのカウンターパートへの支援が重点的に行われた結果、土壌保全及び
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森林回復に有効な CMFA 技術が選定され、効果的な普及アプローチとしての

COVAMS アプローチが構築された。後半においては、首都リロングエの MoNREM 森

林局内にもプロジェクト事務所が置かれ、中央及び県レベルでの制度化の活動が日本

人専門家を中心に推進された。加えて、プロジェクト完了後の持続性に鑑み、マラウ

イ側のオーナーシップを強化するため、日本人専門家による関与・支援を漸減する方

針がとられ、対象県における「低投入 COVAMS アプローチ」による CMFA の更なる

普及が図られた。 

 

（２）阻害要因 

1) 計画内容に関すること 

プロジェクト目標の指標が実態を反映したものでなく、そうした状況が把握された

のが、制度化の専門家が派遣されたプロジェクトの後半であり、プロジェクトの後半

に入って具体的に何を達成すべきかの検討が必要となった。CMFA の制度化に関する

指標として、対象県における CMFA のための年次計画及び予算要求の策定が設定さ

れていたが、県戦略開発計画を策定する制度は県政府の財源不足などにより機能して

いなかった。COVAMS アプローチのガイドラインの関係省庁による承認に関する指

標についても、COVAMS アプローチの普及にあたってどのレベルでの承認が必要で

あるのかについては明確にされていなかった。このため、日本人専門家の関与・支援

を漸減する方針であったにもかかわらず、プロジェクトの後半に入って、日本人専門

家による実態の把握とそれへの対応策の検討が必要となった。 

 

2) 実施プロセスに関すること 

プロジェクトの後半においては、プロジェクト事務所は、リロングエの森林局内

（MoNREM）に設置され、制度化に係る活動は中央レベルで行われたものの、プロ

ジェクト活動の重点は依然として対象県での活動にも置かれていた。そのため、日本

人専門家は、対象県とリロングエ間の移動に時間を費やすことになり、中央レベルで

の活動に十分な時間をとることができなかった。また、MoNREM、MoAIWD、

MoCECCD においては、COVAMS アプローチによる CMFA の制度化を推進するため

のフォーカルポイントは置かれず、そのため中央レベルにおける調整や意思決定を促

進することが困難であった。 

 

３－４ 結論 

以上のとおり、本プロジェクトは、マラウイの国家森林政策、シレ川中流域の流域管理

に対するニーズ、日本のマラウイ援助政策に合致している。対象 4 県における最低限の投

入による非常に効果的な農民に対する能力開発と CMFA 技術の広範な普及により、本プ

ロジェクトの有効性及び効率性は高い。また、持続性については課題があるものの、プロ

ジェクト完了後に、上位目標を含む、正のインパクトが達成される見込みは高い。したが

って、終了時評価時点において、本プロジェクトの評価は高いと判断される。 
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３－５ 提言 

プロジェクト終了時までの提言 

1） COVAMSアプローチに基づく CMFAのガイドライン案の最終化と承認 

 プロジェクト目標の達成の確保に向け、本プロジェクトで導入した CMFA の普及の

みならず、マラウイにおける流域管理に関連する他の活動の現場で広く活用するた

め、本プロジェクトで作成した COVAMS アプローチのガイドラインが公式に承認さ

れることが不可欠である。それぞれのカウンターパートである省、MoNREM、

MoAIWD 及び MoCECCD の局長レベルで、公式の技術文書としてガイドラインの前

書きに署名することが望ましい。 

 

プロジェクト終了後の提言 

2） COVAMS アプローチに基づく CMFA の普及・向上に向けた必要な資源の動員に係

る県レベルでの今後 3年間の行動計画の策定 

対象 4 県の県政府に対し、本プロジェクトで対象外であった他の村落や TA に

COVAMS アプローチに基づく CMFA を普及し、かつ、本プロジェクトによる支援を

完了した村落における CMFA の強化を測るための、今後 3 年間の普及活動のための

行動計画を策定することを提言する。 

 

3） COVAMS アプローチに基づく CMFA を実施しているサイトにおける変化を記録す

るためのモニタリング活動の設計と導入 

 COVAMS アプローチに基づく持続的な CMFA に必要な資源を動員するため、本プ

ロジェクトで導入した CMFA の流域管理における効果を検証し、具体的な根拠を示

すことが不可欠である。したがって、地理情報付デジタル写真あるいは衛星画像に

よる定点観測により、CMFA を実施しているサイトでの、森林被覆や土壌流出など

の変化を記録する、簡易で実施可能なモニタリングシステムを設計し、導入するこ

とを提言する。 

 

 

３－６ 教訓 

1） COVAMSアプローチによる能力開発の有効性と効率性 

COVAMS アプローチは、短期間により多くの村落をカバーできるよう限られた研修に

係る投入で 2 年間の集中的な支援を行う、農民間の技術移転をベースにした、CMFA 技

術の効果的な普及を実現した。また、対象村落で入手可能な資源を活用した、非常に簡

易で、適切かつ適用可能な技術のパッケージとしたことが、より広範な普及と高い適用

率の要因でもあった。すなわち、COVAMS アプローチは、短期間かつ広範にコミュニ

ティ・ベースの流域管理活動に係る能力開発を行い、SLF 及び LF を中心とするコミュ

ニティ・ベースの活動の促進とその継続に貢献したことが確認された。したがって、

COVAMS アプローチによるコミュニティを対象とする能力開発を行うことで、流域管

理技術の広範な普及のみならず、コミュニティの自立的な活動が継続される可能性が高
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まることから、広範な地域における長期的な取り組みを要する流域管理において効果

的、効率的及び持続的に課題に取り組むことが可能となると期待される。 

 

2） プロジェクト活動の効率的な実施及び協調的な計画に基づく効率的な資源の動員に

向けた調整メカニズム 

流域管理は分野横断的な課題を網羅することから、効果的なコミュニティ・ベースの流域

管理活動を導入するには、中央、州及び県レベルでの調整メカニズムを構築することが重

要である。そうした調整メカニズムを構築するためのプロセスには、やや時間がかかるも

のの、プロジェクト活動の効率的な実施や、分野横断的な取り組みを含む調和的な計画に

基づく効率的な資源動員につながる。したがって、案件デザインの段階において、どの組

織がどのような課題にどのように関与するかを把握し、被援助国側及び日本側で必要な実

施体制を整えるため、詳細かつ十分な関係者分析を行うことが不可欠である。 

 

3） プロジェクト完了後の必要なフォローアップを行うための支援実施村落のインベン

トリーの必要性 

本プロジェクトは、COVAMS アプローチに基づく CMFA の普及を通じて多大な効果をも

たらしたが、支援を行った村落のインベントリーが作成されておらず、具体的な効果を客

観的に検証することが困難となっている。マラウイのような貧困国では、国内資源を動員

することは難しく、ドナーや NGO の理解を得て、外部資金を動員することが必要である

ことから、プロジェクト完了後におけるカウンターパートによる必要なフォローアップを

検討するためには、支援を行った村落のインベントリーの作成が必要である。また、本プ

ロジェクトは、流域管理に貢献することを目指していたことから、CMFA がどのように流

域管理に貢献するのかについての検証が不可欠である。したがって、支援を行った村落へ

のフォローアップや、流域管理というゴールに向け、プロジェクトで導入した活動のイン

パクトの検証を行うことが必要であり、支援を行った村落のインベントリ―を作成するコ

ンポーネントを組み入れておくことが望ましい。 
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Summary of Terminal Evaluation Results 
1. Outline of Project 

Country: Republic of Malawi Project Title: Project for Promoting Catchment Management 

Activities in Middle Shire 

Issue/Sector: Natural 

Environment Conservation 

Type of Assistance: Technical Cooperation Project 

Department in charge: Global 

Environment Dep. 

Total Cost (Actual by the time of Terminal Evaluation): 

4.6million Yen  

Cooperation Period: 

(R/D) April 1, 2013–March 31, 

2018  

Ministry of Natural Resource, Energy and Mining, Ministry of 

Agriculture, Irrigation and Water Development, Ministry of 

Civic Education, Culture and Community Development, 

Office of President and Cabinet, District Councils of the four 

target districts (Brantyre, Balaka, Neno and Mwanza) 

Related Cooperation:  

Technical Cooperation Project “Project for Community 

Vitalization and Afforestation in Middle Shire” (November 

2007-November 2012) 

1-1 Background of the Project 

In a whole country of Malawi, forest land dramatically decreased from 4.2 million ha (38% of the 

national land) in 1990 to 3.4 million ha (30.7%) in 2005. In particular, forest resources in the 

Middle Shire River Basin, which flows from the southern edge of Lake Malawi to the Southern 

Malawi, rapidly diminished because of the issues induced by the population growth in Blantyre, 

the largest commercial city in the country, such as increases in firewood collection in the forests. 

The decreased forest resources caused a lower water retention capacity in the Basin, a lower 

agricultural productivity by soil erosion and degradation. As a result, the people in communities 

with vulnerable living conditions had been aggravating their poverty status. In addition, the huge 

volume of silt discharge into the Shire River, which have been piled up on the river bed, has been 

reducing water flows of the River. It has brought adverse impacts, including lower power 

generation capacities of hydropower plants located in the Shire water system which have been 

generating 94% of electric power in the country. Also, it has increased floods in the downstream 

areas. 

 

Under these situations, international donors and NGOs have been proactively supporting 

activities to mitigate environmental degradation in the Shire River Basin. In particular, in June 

2014, the World Bank (WB) launched “the Shire River Basin Management Program (Phase I) 

Project” including inter-sectoral development planning and coordination mechanism, the most 

urgent water-related infrastructure investment, and development up-scalable systems and 

methods to rehabilitate sub-catchment and protect existing natural forests, wetland and 

biodiversity. 

 

Before those activities, the Japan International Cooperation Agency (JICA) initiated “the Project 

for Community Vitalization and Afforestation in Middle Shire” (2007-2012) (hereinafter referred 

to as “COVAMS I”) based on the various survey results conducted since 1999. COVAMS I 

resulted broad practice of technologies for soil conservation and tree planting introduced by the 

project among the farmers in the target areas through dissemination of the technologies based on 

the village training approach using the Specified Village Training Approach (SVTA) (hereinafter 

referred to as “the COVAMS Approach”) to over 30,000 households in 244 village within two 

Traditional Authorities (TAs) in Blantyre District in Middle Shire. On the other hand, the target 

area of COVAMS I limitedly covered 400km2 out of the total land area of Middle Shire of 7,350 

km2. Also, there were remaining issues to establish implementation mechanism to promote 

well-designed activities as an administration system. Therefore, the Government of Malawi 

requested the Government of Japan a technical cooperation project to extend the soil 
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conservation activities based on the COVAMS approach to broader areas. 

 

1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

Catchment management through farmers’ activities (CMFA)* using COVAMS approach is 

widely implemented in the target districts. 

 

* Community-based catchment management activities using soil conservation and 

improvement of water harvest technologies (improved contour ridges, tree planting and 

growing, and gully reclamation) in catchment areas of the Middle Shire. 

 

(2) Project Purpose 

CFMA is institutionalized in the target districts. 

 

(3) Outputs: 

1. Promotion for the target districts and the ministries concerned to ensure institutionalization 

and budget for COVAMS is carried out. 

2. Capacity for implementing the COVAMS approach by officers of the target districts is 

improved. 

3. Effectiveness of the COVAMS approach, both extension method and extension subject, is 

verified. 

4. The commitment of the COVAMS approach among leaders of all levels is enhanced. 

 

(4) Inputs (as of the Terminal Evaluation) 

  Japanese side:  

1) Dispatch of Japanese experts: 18 experts in total 

2) Trainees received in Japan: 29 trainees in total 

3) Trainees received in the third country (Kenya): 1 trainee 

3) Equipment: Approx. Copier, Computers & Printers, Laptop Computers, Motorcycles, 4WD 

pick-up truck, bicycles, and so on 

4) Local Cost: Costs for trainings 

   

Malawian side: 

  1) Assignment of Counterpart: 120 staffs in total 

  2) Facilities: Project offices in MoNREM (Lilongwe) and Regional Forest Office (South) in 

Brantyre 

  3) Local Cost: 69,788.08 US dollars 

 

2. Outline of the Terminal Evaluation Team 

Mid-term 

Review 

Team 

 
Job Title  Name Occupation 

Leader Mr. Takahiro Morita Group Director for Forestry and Nature 

Conservation,  

Global Environment Department, JICA 

Cooperation 

Planning 

Ms. Emi TESHIMA Special Advisor 

Natural Environment Team 2 

Forestry and Nature Conservation Group 

Global Environment Department, JICA 

Evaluation and 

Analysis 

Ms. Hisami 

NAKAMURA 

Executive Director/ Principal Consultant  

OPMAC Corporation 

  
 

Period of Evaluation: November 6 to 24 November, 

2017 

Type of Evaluation: Terminal 

Evaluation 

3. Summary of Terminal Evaluation Results 
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3-1  Achievement of the Project 

By the time of terminal evaluation conducted in November 2017, the planned outputs were mostly 

produced and the Project Purpose is likely to be achieved by the produced outputs by the end of 

the Project. 

 
(1) Achievement of Outputs 

1. Promotion for the target districts and the ministries concerned to ensure institutionalization 

and budget for COVAMS is carried out. 

The Output 1 has been partially achieved and likely to be achieved by the end of the 

Project. The guidelines and manual of the COVAMS approach was drafted and has been 

finalized. A public relation seminar targeting the private sector and a field visit by media 

are scheduled before ending the Project. 

 

2. Capacity for implementing the COVAMS approach by officers of the target districts is 

improved. 

The Output 2 has been achieved. All the verifiable indicators for the Output 2 were 

achieved and the targeted groups for capacity development, including TSTs, CCOs and 

LFs, improved their technical knowledge and skills to train the farmers to conduct the 

CMFA introduced by the project and LFs and their fellow farmers obtained necessary 

technical knowledge and skills to practice the CMFA technology. 

 

3. Effectiveness of the COVAMS approach, both extension method and extension subject, is 

verified. 

The Output 3 has been achieved. All the verifiable indicators for the Output 3 were 

achieved and effectiveness of the COVAMS approach as a farmer to farmer extension 

method and the CMFA technology were verified. 100% of the LFs trained by the Project 

have practiced the CMFA technology. 

 

4. The commitment of the COVAMS approach among leaders of all levels is enhanced. 

The Output 4 has been mostly achieved. The coordination mechanisms at district and at 

regional levels for dissemination of the CMFA based on the COVAMS approach were 

established through the monthly meetings of CCOs, TSTs and PMs. 

 

(2) Prospect for achieving Project Purpose 

Project Purpose: CFMA is institutionalized in the target districts. 

As mentioned above, since the planned outputs have been achieved or mostly achieved, the 

Project Purpose is likely to be achieved by the time of project completion. 

 

For the indicator 1, the District Strategic Development Plan1 had not been functional due to 

lack of resources and initiatives and there is no mechanism to prepare mid-term 

development plan and investment plan at district level. However, under the Project, activity 

plans for the fiscal year (FY) 2017/18 for each target district were prepared and the activity 

plans for FY 2018/19 will be prepared through the review meetings to be held from 

February to March in 2018. In addition, it is expected that action plans for the next three 

years including plans for dissemination and follow-up activities of the CMFA based on the 

COVAMS approach will be discussed and elaborated through the review meetings, as well. 

 

As for the indicator 2, the guidelines for the COVAMS approach has been in the finalization 

process at the time of terminal evaluation. In addition, all the counterpart organizations, 

MoNREM, MoAIWD, MoCECCD and OPC, have already agreed to officially acknowledge 

and endorse it in order to utilize nationwide. 

 

                                                        
1 The system of “the District Strategic Development Plan” was introduced by a support of Deutsche Gesellschaft für 

Internationale Zusammenarbeit (GIZ) GmbH for effective budgeting. 
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(3) Prospect for achieving Overall Goal 

Overall Goal: Catchment management through farmers’ activities (CMFA) using COVAMS 

approach is widely implemented in the target districts. 

The Overall Goal is highly expected to be achieved. For the Indicator 1, the Project has 

already extended the CMFA based on the COVAMS approach in 5 villages in non-targeted 

TAs in Mwanza through the Lean COVAMS approach with minimized input which can be 

applied for the post project. For the Indicator 2, several cases where other donor and NGO 

supported the post COVAMS villages in the area related to catchment management were 

identified at the time of terminal evaluation. 

 

3-2  Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

Relevance of the Project is high and it is expected to keep the relevance until the end of the 

Project. The Project is consistent with the Malawi’s National Forest Policy and the development 

needs for catchment management in the Middle Shire River Basin through soil conservation 

and reforestation from the time of ex-ante evaluation to the time of terminal evaluation. In 

addition, it is consistent with the Japan’s ODA policy to Malawi supporting natural resource 

conservation, including afforestation and catchment management as a part of priority areas. 

 

(2) Effectiveness 

At the time of the terminal evaluation, it can be judged that effectiveness of the Project is high 

as the Project Purpose is likely to be achieved by the outputs produced though there is still 

room to further enhance institutionalization of the CMFA based on the COVAMS approach. 

 

(3) Efficiency 

Although there were some constraints against efficient implementation of the project activities, 

overall efficiency of the Project is high at the time of the terminal evaluation. It was because the 

inputs for the Project efficiently produced the planned outputs and the great outcomes with the 

broader coverage of capacity development and dissemination of the CMFA based on the 

COVAMS approach. 

 

(4) Impact 

At the time of terminal evaluation, it is highly expected that the Overall Goal will be achieved 

by efforts of the post COVAMS villages and support by the three CP ministries and the District 

Councils as well as other donors and NGOs. In addition, the following positive impacts were 

confirmed: increases in maize production and progress of reforestation in the target villages by 

introduction of the CMFA technology, introduction of CMFA in environment education in a 

primary school, well-coordinated and harmonized extension service delivery at district level 

and local leadership of SLFs and LFs strengthened in communities. No negative impact was 

confirmed. 

 

(5) Sustainability 

For the Project, sustainability can be verified by continuity of the CMFA by the post COVAMS 

villages.  It is expected that the sustainability of the effects of the Project will be ensured to 

some extent after the completion of the Project from the aspects of policy/institutional, 

organizational, technical and financial. However, there are still some challenges remaining such 

as sustainability of motivation and technical ability of SLFs and LFs, ensuring budget for 

dissemination of the CMFA based on COVAMS approach at central and district level of 

Malawi. 

 

 

3-3  Factors that driving forces/ constraints realization of effects 

(1) Driving forces 

1) Factors concerning Planning 
The Project Purpose for institutionalization of the COVAMS approach to disseminate CMFA 
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and the planned output to establish coordination and harmonization mechanism for 

multi-ministerial and cross-sectoral efforts resulted effects of the Project and organizational 

sustainability. In addition, since the planned capacity development included trainings for SLFs 

and LFs, the trained SLFs and LFs contributed to introduction, practice and adaption of the 

CMFA based on COVAMS approach and to achievement of the Overall Goal and the positive 

impacts. 

 

2) Factors concerning Implementation Process 

The implementation arrangement of the Japanese side was changed from the first period and 

to the last period of the Project. The long-term Japanese experts who were dispatched and 

stationed in Brantyre for the first period and their devoted supports for the counterparts at 

district level brought about selection of effective CMFA technology and establishment of the 

COVAMS approach as an effective dissemination approach. For the second period, the 

short-term Japanese experts were dispatched in the project office within the Department of 

Forest (MoNREM) in Lilongwe and the activities for institutionalization of the CMFA based 

on COVAMS approach at central and district levels. In addition, in order to enhance 

ownerships of the Malawian side for sustainability of the project effects for the post project 

period, the intervention by the Japanese experts has been reduced in the last period and further 

dissemination of the CMFA has been promoted by “the Lean COVAMS Approach”. 

 

(2) Constraints 

1) Factors concerning Planning 

The verifiable indicators for the Project Purpose do not reflect the real situation of the 

counterpart organizations. However, for the last period of the Project, the project team needed 

to consider what should have been achieved specifically and how since the fact was 

recognized by the project team. Although “preparation of annual plan and budget request for 

CMFA by district departments” was set as an indicator for institutionalization of the CMFA 

using the COVAMS approach, the system of the District Strategic Development Plan has not 

been functioning due to lack of resource including budget. Also, the indicator to verify 

acknowledgement of a guideline for the COVAMS approach by the relevant ministries was not 

clearly defined in terms of level of acknowledgement to be required for dissemination of the 

COVAMS approach. Therefore, the Japanese experts needed to identify the situation and to 

consider necessary actions in the last period in despite of the implementation arrangement to 

reduce interventions by the Japanese experts. 

 

2) Factors concerning Implementation Process 

Although the project office was set up in the Department of Forestry (MoNREM) in Lilongwe 

and the activities for the institutionalization have been conducted at national level for the last 

period of the Project, there was still difficulties to sufficiently conduct necessary actions to be 

taken at central level since the focus of the project activities has been put on the activities in 

the target districts where physically distance from Lilongwe. In particular, as no focal point in 

each key ministry was established, it was difficult to facilitate coordination and decision 

making at national level in order to promote the institutionalization of the CFMA based on the 

COVCAMS approach. 

 

 

3-4  Conclusion 

In the light above, the Project is highly relevant with the National Forest Policy of Malawi and 

needs for catchment management of the Middle Shire River Basin and the Japan’s ODA policy for 

Malawi. Effectiveness and efficiency of the Project are high because of the very effective capacity 

development for farmers and broader dissemination of the CMFA technology to the farmer in the 

four target districts with the minimized inputs. Also, the positive impacts, including the Overall 

Goal, is highly expected to be achieved after the project completion though there are some 

challenges for sustainability. Therefore, the Project can be evaluated as “highly satisfactory” at the 
time of terminal evaluation. 
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3-5  Recommendations 

For the Remaining Period of the Project Implementation 

1) Finalization and authorization of the drafted guidelines for CMFA based on the COVAMS 

approach 

For ensuring attainment of the Project Purpose, it is inevitable to officially authorize the 

COVAMS approach guidelines developed by the Project in order to broadly use them on the 

ground for not only for dissemination of the CMFA introduced by the Project but also other 

related activities for catchment management in Malawi. It is preferable that the higher rank 

authorities at the director level of each counterpart ministry will sign of the preface of the 

guidelines as an official technical document. 

 

 

For after the Project Completion 

2) Preparation of action plans for the next three years at district level to mobilize necessary 

resources for dissemination and upgrade the CMFA based on the COVAMS approach 

As mentioned above, it is recommended for the District Councils in the four target districts to 

prepare their action plans for the next three years for dissemination of the CMFA based on the 

COVAMS approach to reach out other villages and TAs and enhancement of the CMFA in the post 

COVAMS villages. The action plans enable not only to identify necessary resources, including 

human resource and financial resource and available resources, but also to specify strategies to 

mobilize external financial resources. Then, annual activity plan and budgeting can be more 

feasible for training and dissemination activities at district level.  

 

3) Design and introduction of monitoring activities to record changes in the sites with CMFA 

based on the COVAMS approach 

In order to mobilize necessary resources for the sustainable CMFA based on the COVAMS, it is 

inevitable to verify and give concrete evidence of effects of the CMFA introduced by the Project 

on catchment management. It is recommended to design and introduce a simple and feasible 

monitoring system to record changes, including forest coverage and soil conservation, on the 

sites, by fixed observation by digital photos with geographical information or satellite images. 

Those records can be clear evidences to make stakeholders understand the positive impacts of the 

CMFA introduced by the Project in order to facilitate resource mobilization. 

 

 

3-6  Lessons Learned 

1) Effectiveness and efficiency of capacity development by the COVAMS approach 

The COVAMS approach realized effective dissemination of CMFA technologies based on farmer 

to farmer technical transfer through the two-year intensive intervention with limited training 

inputs which enables to cover more number of villages in a short-run. Also, very simplified, 

locally appropriate and applicable techniques using locally available resources are another factor 

for broader dissemination and high adoption rates. While catchment management requires efforts 

by the broader areas and long-term efforts, the COVAMS approach can be very effectively, 

efficiently and sustainably address the issues by the community based activities through very 

effective and efficient capacity development with broader coverage of areas in short-term. 

 

2) Coordination mechanism for efficient implementation of project activities and efficient 

resource mobilization based on harmonized planning 

Since catchment management covers cross sectoral issues, it is essential to establish coordination 

mechanisms at national, regional and district levels for introduction of effective community based 

catchment management activities. Such coordination mechanism enables efficient implementation 

of project activities and efficient resource mobilization based on harmonized planning to cover 

multi-sectoral efforts although the process of their establishment is quite time consuming. 
Therefore, at the project designing stage, stakeholders’ analysis is inevitable to identify which 
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organization can be involved in which issues and how and to make necessary implementation 

arrangements for the both sides of a recipient side and a Japanese side.  

 

3) Necessity of inventories of villages with interventions for necessary follow-ups for the post 

project period 

Although the Project has brought about great effects through dissemination of the CMFA based on 

the COVAMS approach, it is difficult to objectively verify them due to no inventories of the 

villages with interventions. It is necessary to compile inventories of the villages with interventions 

in order to come up with necessary follow-ups by the counterparts after the project completion 

since the country like Malawi has difficulty to mobilize domestic resource and necessity to 

mobilize external resources by convincing other donors and NGOs. Also, since the Project aimed 

at contributing to catchment management, it is essential to verify how the CMFA contribute to 

catchment management. Therefore, it is preferable to incorporate a component to make 

inventories of the villages with interventions in order to follow them up and to verify impacts of 

the activities introduced by the Project for the goal of catchment management. 
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第1章 調査の概要 

 

１－１ プロジェクト実施の背景 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」）は、南部アフリカに位置する内陸国であり、その国土の

20％は、世界第 9位、アフリカ第 3位の規模を誇る、マラウイ湖（24,000 ㎢）で占められている。

人口はおよそ 1,490 万人であり、人口密度（1 ㎢当たり 156.7 人）及び人口成長率（3.0％）はサブ

サハラ諸国では比較的高いほうである（国連、「世界統計ポケットブック」、2010 年） 

国全体で、森林地は 1990 年 420 万 ha から 2005 年 340 万 ha と大幅に減少した。特に、マラウ

イ湖の南端から南部マラウイに流れ込む、シレ川中流域の森林資源は、同国最大の商業都市であ

るブランタイアの人口成長に起因する課題である、森林での薪収集の増加などにより、急速に減

少している。こうした森林資源の減少は、同流域の保水能力の低下、土壌流出や悪化による農業

生産の低下を引き起こしている。その結果、脆弱な生活条件にさらされているコミュニティ住民

の貧困状況は悪化してきている。加えて、シレ川に流入する大量の土砂は河床に堆積し、河川の

流量の減少を引き起こしており、シレ川水系に立地し、同国の発電電力量の 94％を賄う水力発電

所の発電能力の低下など、悪影響を及ぼしている。 

こうした状況下、国際ドナーや NGO は、シレ川流域の環境悪化の緩和を図る活動を積極的に

支援している。特に、2014 年 6 月、世界銀行（WB）は、セクター横断的な開発計画及び調整メ

カニズム、最も緊急な水関連インフラへの投資及び支流域の回復及び既存の天然林、湿地及び生

物多様性の保護に向けた拡大可能なシステム及び方策の整備を含む、「シレ川流域管理プログラム

（フェーズ 1）プロジェクト」を開始した。 

こうした活動以前に、国際協力機構（JICA）は、1999 年以降に実施した各種調査に基づいた、

「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト」（2007～2012 年）（以下、「COVAMS I」

を開始した。COVAMS Iは、特定型村落研修アプローチ（Specified Village Training Approach: SVTA）

(以下、「COVAMS アプローチ」)を活用した村落研修アプローチに基づく、シレ川中流域のブラ

ンタイア県の 2つの伝統的首長領（Traditional Authorities: TAs）における 244村落の 3万世帯以上

を対象とした技術の普及を通じて、本事業で導入した土壌保全及び植林技術の対象地域の農民に

よる広範な実践という効果をもたらした。他方、COVAMS Iの対象地域は、全体で 7,350 ㎢に及

ぶシレ川中流域の 400 ㎢をカバーしたにとどまった。また、行政制度として計画的に活動を進め

る実施体制の構築に課題が残されていた。そのため、マラウイ政府は日本政府に対し、COVAMS

アプローチに基づく土壌保全活動をより広範に普及するための技術協力プロジェクトを要請した。 

 

１－２ 終了時評価の目的 

JICA により派遣された終了時評価調査団（以下、「本調査団」）は、評価 5 項目による本プロジ

ェクトの達成状況や成果を検証するとともに、残りのプロジェクト期間及びプロジェクト終了後

における必要な方策や活動を把握することを目的として派遣された。 

 

終了時評価調査の目的は、以下の通りである。 

（1） 本プロジェクトの投入、活動及び達成状況の確認 
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（2） 「妥当性」、「有効性」、「効率性」、「インパクト」及び「持続性」の 5 つの評価項目に

よる本プロジェクトの結果の評価 

（3） 残りのプロジェクト期間において、本プロジェクトを成功に導くために取り組むべき

問題及び課題の把握 

（4） 残りのプロジェクト期間における本プロジェクトの実施の改善及び本プロジェクトの

上位目標を達成し、かつ、本プロジェクトの効果の持続性を確保するための将来の活

動に関する提言 

（5） 将来の技術協力プロジェクトに向けた教訓を抽出するための、本プロジェクトの成功

に対する促進要因及び阻害要因の把握 

 

１－３ 調査団構成 

調査団の構成は以下のとおりである。 

 

表１ 終了時評価調査団の構成 

日本側 

担当分野 氏名 所属先・職位 

総括 森田 隆博 JICA地球環境部 審議役 兼 次長 

協力計画 豊嶋 絵美 JICA地球環境部 森林・自然環境グループ 

自然環境第二チーム 特別嘱託 

評価分析 中村 桐美 OPMAC株式会社 取締役・上席コンサルタント 

 

１－４ 調査日程 

マラウイにおける調査は、2017年11月6日から25日にかけて実施された。詳細は以下の通り。 

 

表２ 調査日程 

日付 活動内容 

11月 6日 月 
評価分析団員（中村）リロングエ到着 

JICAマラウイ事務所との打ち合わせ 

11月 7日 火 

JICAマラウイ事務所との打ち合わせ 

日本人専門家へのインタビュー 

農業普及サービス局局長へのインタビュー 

11月 8日 水 

シレ川流域管理プログラム技術チームへのインタビュー 

森林局局長へのインタビュー 

土地資源保全局局長へのインタビュー 
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日付 活動内容 

11月 9日 木 
ブランタイア県に移動 

カムズ堰改修工事現場の視察 

11月 10日 金 
州森林局へのインタビュー（南部州） 

ブランタイア県技術支援チーム（TST）及び普及員（CCO）へのインタビュー 

11月 11日 土 報告書作成 

11月 12日 日 報告書作成 

11月 13日 月 

ネノ県現場視察 

ネノ県知事へのインタビュー 

ネノ県 TST及び CCOへのインタビュー 

11月 14日 火 

ブランタイア県現場視察 

協力計画担当ブランタイア到着 

調査団内打合せ 

11月 15日 水 

バラカ県現場視察 

バラカ県知事へのインタビュー 

バラカ県 TST及び CCOへのインタビュー 

11月 16日 木 

ブランタイア県知事及び県庁へのインタビュー 

総括ブランタイア到着 

調査団内打合せ 

11月 17日 金 

ムワンザ県現場視察 

ムワンザ県知事へのインタビュー 

ムワンザ TST及び CCOへのインタビュー 

11月 18日 土 
日本人専門家と調査団の協議議事録（MM）に関する打合せ 

報告書作成 

11月 19日 日 
リロングエに移動 

報告書作成 

11月 20日 月 

総括及び協力計画によるザラニヤマ保護区内カテテ・プランテーション及びカム

ズ第 1ダム、第 2ダムの視察 

評価分析担当：報告書作成 

11月 21日 

火 

援助局局長への表敬訪問 

カウンターパートとのMM案協議 

ジェンダー・子ども・障害者・社会福祉省へのインタビュー 

11月 22日 
水 

OPCへのインタビュー 

MM案最終化 

11月 23日 木 合同調整委員会（JCC）開催 
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日付 活動内容 

11月 24日 

金 

JICAマラウイ事務所への報告 

日本大使館への報告 

評価分析担当リロングエ出発 

11月 25日 
土 

総括及び協力企画担当リロングエ出発 

評価分析担当東京着 

11月 26日 日 総括及び協力企画担当東京着 

 

１－５ 主要面談者 

天然資源・エネルギー・鉱業省（Ministry of Natural Resource, Energy and Mining: MoNREM） 

Mr. Thomas Makhambera（森林局副局長） 

Ms. Cecilia Chauluka (南部州森林局長、プロジェクト・ダイレクター) 

Mr. Peter Mkwapatira (ブランタイア県森林官補佐、州管理チーム) 

 

農業・灌漑・水開発省（Ministry of Agriculture, Irrigation and Water Development: MoAIWD） 

Mr. Jeromy Nkhoma (農業普及サービス局長) 

Mr. John Mussa（土地資源・保全局長） 

市民教育・文化・コミュニティ開発省 

Ms. Clotilda Sawasawa（コミュニティ開発局長） 

 

大統領・内閣府 

Mr. Simon Namakoa (チーフ・エコノミスト) 

 

財務・経済企画・開発省 

Mr. Tueibuli, Mr. Depline 

 

シレ川流域管理プログラム 

Mr. Sydney L. Kamtukule（技術チームメンバー） 

 

対象 4県関係者 

・ブランタイア県、ムワンザ県、ネノ県、バラカ県の各県知事 

・各県マネジメント・チームのメンバー（県企画・開発局長、県森林官、県農業開発官、県コミ

ュニティ開発官、県環境官、等） 

・各県の技術支援チーム（Technical Support Team: TST）メンバー及び流域保全調整員（Conservation 

Coordination Officers: CCOs） 

・各県対象村の村長、シニア指導農家（Senior Lead Farmer: SLF）、指導農家（Lead Farmer: LF）

及び活動に参加している農家 
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JICAマラウイ事務所 

和田 泰一 次長 

久保 優 所員 

 

本プロジェクト日本人専門家 

小野澤雅人氏 総括/制度化 1 

淺羽慶太郎氏 業務調整 

 

１－６ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は以下に示すとおりである。2017 年 6 月の合同調整委員会で合意された、

本プロジェクトのプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）第 2版

（以下、「PDM Ver.2」）は、別添 1のとおりである。 

 

対象地域 

南部州４県：バラカ県（チャントリア伝統的首長領、Traditional Authority: TA）、ブランタイア

県（チガルTA及TA）、ネノ県（ムラウリ TA及びシモン TA） 

 

ターゲットグループ 

対象 4 県の管理職員及び普及員 

 

上位目標 

COVAMS アプローチを活用した農民による流域保全活動*（CMFA）が対象県において、広く

実施される。 

 
*シレ川中流域の集水域における土壌保全及び集水力改善に係る技術（改良畝、植林・育林、ガ

リ対策） 

 

プロジェクト目標 

対象県において流域保全活動が制度化される。 

 

成果（アウトプット） 

1. COVAMSの制度化及び予算の確保に関する対象県及び関連諸機関に対する働きかけが

実施される。 

2. 対象県職員によるCOVAMSアプローチ実施能力が向上する。 

3. 普及手法及び普及対象技術としてのCOVAMSアプローチの有効性が検証される。 

4. すべてのレベルの関係機関の指導的な立場の関係者間におけるCOVAMSアプローチへ

のコミットメントが強化される。 

 

活動 

1.1. COVAMS アプローチによる流域保全活動の促進を行う関係機関のリスト化 
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1.2. 関係機関へのCOVAMS アプローチによる流域保全活動の説明資料の作成 

1.3. 説明資料への成果 3の検証結果の反映 

1.4. 流域管理に利害関係のある民間セクターの組織名のリスト化 

1.5. 流域保全に利害関係のある民間セクターを招待しての情報共有セミナーの開催 

1.6. 流域保全に利害関係のあるドナー、民間セクター及びメディアの職員を招待してのフィ

ールド・ビジットの実施 

1.7. 活動 1－5及び 1－6により得られたフィードバックに基づくCOVCAMS アプローチの

ガイドラインの改訂および関連省庁の公式承認の手続き 

 

2.1 対象県の関係職員のCOVAMSアプローチ実施能力の評価 

2.2 COVAMSアプローチ及びプロジェクト管理に関する研修の企画 

2.3 COVAMSアプローチ及びプロジェクト管理に関する研修の実施 

2.4 対象県の関係職員によるOJTを通じた能力開発支援 

2.5 COVAMSアプローチによる流域保全活動に関する対象県の職員の理解度評価の企画 

2.6 COVAMSアプローチによる流域保全活動に関する対象県の職員の理解度評価の実施 

 

3.1. COVAMS アプローチによる普及手法に関するアンケート調査の企画 

3.2. 計画に沿ったデータ収集のためのアンケート調査の実施 

3.3. アンケート調査結果報告書の作成 

3.4. COVAMS アプローチの実施費用の把握 

3.5. 他の普及アプローチの指導農家（Lead Farmer: LF）と比較したCOVAMSの指導農家の

役割と有効性の検証 

3.6. COVAMS アプローチにより普及される技術の検証の計画策定 

3.7. 計画に基づく技術の検証の実施 

3.8. 検証結果の報告 

 

4.1. 流域保全調整員（CCO）、技術支援チーム（TST）の定期会合の開催のための県森林局

のイニシアティブへの支援 

4.2. 対象県のプロジェクトマネージャー会合の開催のための県森林局及びその他県関連局

のイニシアティブへの支援 

4.3. 関係省庁及び県関係局から最低 8名の職員を招聘しての現場視察を少なくとも 1回開催

するための県関係局への支援 

4.4. 活動 1.1 でリスト化した関係機関への訪問及び説明を少なくとも 3 回行うための、省関

係部局及び県関係局の職員のイニシアティブへの支援 

 

１－７ 終了時評価の方法 

本調査は、「JICA 事業評価ガイドライン」に基づいて、以下の手順により実施された。 

(1) 最新のプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix: PDM）及び実施

計画（Plan of Operation: PO）に示された計画に基づくプロジェクトの進捗状況の確認 
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(2) 評価 5 項目によるプロジェクトの分析 

(3) プロジェクトの改善に向けた提言の作成 

(4) 類似案件への教訓の抽出 

 

本調査においては、下記の手法により定量的及び定性的なデータ・情報の収集を行った。 

 プロジェクトで作成された報告書及び関連文書のレビュー 

 日本人専門家、C/P 及びその他関係者への質問票調査及びインタビュー 

 

プロジェクトの分析に用いた評価 5項目とその視点は以下の通りである。 

 

(1) 妥当性 

プロジェクト目標及び上位目標と、マラウイの開発政策及び開発ニーズ、日本の対マラウイ

ODA政策との整合性 

 

(2) 有効性 

事業完了時点までの終了時評価調査時までに産出された成果（アウトプット）によるプロジ

ェクト目標達成可能性 

 

(3) 効率性 

計画された成果の達成状況と日本側及びマラウイ側の投入の量、質及びタイミングの観点か

ら見た投入の成果への転換の度合い 

 

(4) インパクト 

プロジェクトで目指すインパクトである上位目標の達成見込み及びプロジェクトの結果と

してもたらされた、あるいはもたらされることが期待される正負の直接的及び間接的な効果

の有無 

 

(5) 持続性 

プロジェクトによりもたらされた正の効果及び便益のプロジェクト完了後における継続性。

持続性は、制度面、体制面、技術面及び財務面により分析される。 
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第2章 プロジェクトの実績と現状 

２－１ 投入 

本プロジェクトの日本側及びマラウイ側の投入は、表 3のとおりである。  

 

表 3 投入 

 計画 実績（2017年 10月末時点） 

日本側 • 専門家：チーフアドバイザー、土壌流出防

止、農村開発、アクション・リサーチ、研

修・普及、モニタリング・評価、業務調整 

• 本邦及び/または第三国研修 

• 機材：車両、バイク、研修機材、その他必

要な機材 

• 現地業務費：記述無し 

• 専門家：合計 18名 

➢ 2013年 4月～2015年 10月：長期専門家 3名（チ

ーフアドバイザー/森林資源管理、農村開発、業

務調整/森林資源管理（流域管理）、短期専門家 4

名（アクション・リサーチ、リサーチ設計、普及

戦略、普及資料） 

➢ 2015 年 9 月～2017 年 10 月：短期専門家 11 名

（総括/制度化 1、副総括/制度化 2、副総括/制度

化 2及び 3、普及技術 1、普及技術 2/土壌保全技

術、研修管理/モニタリング・評価、業務調整/研

修補助 1、業務調整/研修補助 2、業務調整/研修補

助 3） 

• 本邦研修：合計 12コース 29名参加 

• 第三国研修（ケニア）：1コース 1名参加 

• 機材：コピー機（1）、コンピューター及びプリ

ンター（5）、バイク（25）、ラップトップ・コ

ンピューター（5）、四輪駆動ピックアップ・ト

ラック（4）、自転車、等 

• 現地業務費：研修費用（昼食、印刷、研修機材、

文房具、バイク用燃料） 

マラウイ側 • カウンターパート職員配置 

➢ プロジェクトディレクター（森林局長） 

➢ 州プロジェクトコーディネーター（南部

州森林官） 

➢ 県プロジェクトコーディネーター（県知

事） 

➢ プロジェクトマネージャー（県森林官） 

• 土地・施設 

➢ 必要な機材を整備した執務スペース 

➢ 機械、機材、道具、車両、工具、スペア・

パーツ及び日本側による供与機材以外

で、プロジェクトの実施に必要な資機材 

• 現地業務費 

➢ プロジェクトの実施に必要な経費 

➢ 日本側で供与した機材の輸送、設置、運

営・維持管理に必要な経費 

• カウンターパート職員配置：合計 120名 

➢ 自然資源・エネルギー・鉱業省（MoNREM）：

次官、森林局副局長、州森林官（南部）、州管

理チーム郡森林補佐官（ブランタイア） 

➢ 農業・灌漑・水開発省（MoAIWD）：農業普及

局長（農業普及サービス局） 

➢ 市民教育・文化・コミュニティ開発省

（MoCECCD）：コミュニティ開発局長（コミ

ュニティ開発局） 

➢ 大統領・内閣府（OPC）：副局長（業績監督局） 

➢ 県知事（DC）：ブランタイア県知事、バラカ

県知事、ムワンザ県知事、ネノ県知事 

➢ ブランタイア県：計画・開発局長、県森林官、

県農業開発官、県コミュニティ・農業普及・開

発調整官、県森林官補佐、上級森林補佐官、県

土地資源保全官補佐、コミュニティ開発官補

佐、森林補佐官、森林保安官、農業普及・開発

官、上級コミュニティ開発補佐官 

➢ ムワンザ県：計画・開発局長、県森林官、県農

業開発官、県農業開発官代行、県コミュニティ

開発官、県環境官、県農業普及方式官、県森林

官補佐、農業普及・開発調整官、県土地資源保

全官、コミュニティ開発官補佐、上級森林補佐

官、森林補佐官、森林保安官、農業普及・開発

官、コミュニティ開発補佐官 
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➢ ネノ県：計画・開発局長、県森林官、県農業開発

官、県コミュニティ開発官、県環境官代行、県環

境官、県土地資源・保全官、県森林官補佐、農業

普及・開発官、県土地資源・保全官補佐、森林補

佐官、森林保安官、コミュニティ開発補佐官 

➢ バラカ県：計画・開発局長、県森林官、県農業開

発官、県環境官、県土地資源・保全官、県森林官

補佐、農業普及・開発調整官、上級コミュニティ

開発補佐官、県土地資源・保全官補佐、森林補佐

官 

• 施設：MoNREM（リロングエ）及びブランタイ

ア県の州森林局（南部）のプロジェクト・オフィ

ス 

 

(1) 日本側 

日本側の投入は概ね計画通りに行われた。 

 

1） 日本人専門家 

事業期間の当初 2 年半については、標準化したCOVAMS アプローチによるCMFA のデザ

インと構築、CMFA モデルの普及及び流域管理への貢献に向けたCMFA の有効性の検証を行

うため、長期専門家 3名（3 分野）及び短期専門家 4名（4分野）が派遣された。 

後半の 2 年半については、COCAMS アプローチによるCMFA の制度化及び対象 4 件にお

けるCMFA の更なる普及に向けて、短期専門家 11名（9 分野）が派遣された。 

 

2） 本邦研修 

延べ 29 名が自然環境保全や普及活動に関連する研修コース 12コースに参加した。派遣さ

れた研修員には、対象 4 県の TST も含まれる。参加した研修コースは、「里山イニシアティ

ブ振興：持続可能な自然資源管理による生物多様性保全及びコミュニティ振興」、「普及活動

運営管理能力開発」及び「農民主導の普及方法（農民の動機づけのためのカリキュラム開発）」

等である。 

また、バラカ県の TST1 名が、ケニアでの第三国研修「気候変動対策地域研修」に参加し

た。 

 

3） 機材供与 

本プロジェクトの運営管理に必要な、コピー機、コンピューター、プリンターなどの必要

な機材が供与された。また、農民やコミュニティへの技術移転の中核となる LF の育成を行

う研修に係る活動のため、対象 4 県のTST が使用する四輪駆動のピックアップ・トラック及

びCCOが使用するバイクが供与された。 

 

4） 現地業務費 

日本側は、マニュアル印刷費、研修機材、昼食代など、LF 向け研修の実施に係る費用を

負担した。また、CCO が使用するバイクの燃料費及び TST が使用するビックアップトラッ

クのメンテナンス費用や修理費についても、日本側で負担した。さらに、LF から選ばれて

LF 及び農民への技術支援を行うシニア LF（SLF）が使用する自転車の調達についても、日
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本側で負担を行った。 

(2) マラウイ側 

マラウイ側の投入は、概ね計画どおりに行われた。 

 

1） カウンターパート配置 

延べ 120 名が本プロジェクトの実施に従事した。中央レベルでは、天然資源エネルギー・

鉱業省（Ministry of Natural Resource, Energy and Mining: MoNREM）森林局、農業・灌漑・水開

発省（Ministry of Agriculture, Irrigation and Water Development: MoAIWD）農業普及サービス局

及び土地資源・保全局、市民教育・文化・コミュニティ開発省（Ministry of Civic Education, Culture 

and Community Development: MoCECCD）コミュニティ開発局、大統領・内閣府（Office of 

President and Cabinet: OPC）業務監督局が、主要なカウンターパート機関である。また、州レ

ベルでは、森林局の管轄下にある、南部州森林官が本プロジェクトに参加し、ブランタイア

県森林官補佐が、州管理チームとしてプロジェクト活動の調整を行っている。県レベルでは、

対象 4 県、ブランタイア県、ムワンザ県、ネノ県及びバラカ県の県知事及び県森林官が関与

している。加えて、TST 及びCCOを含む、対象 4 県の流域管理に係る関係者が、プロジェク

ト活動に従事している。 

 

2） 施設 

 マラウイ側は、リロングエの MoNREM 森林局内及びブランタイア県南部州森林局内に、

プロジェクト事務所のスペースを提供した。 

 

２－２ 活動の進捗状況 

 計画された成果のための活動は、おおむね計画通りに実施されている。 

 成果 1の活動はほぼ完了したが、民間企業向けの広報セミナー及びメディアを招待しての現地

視察については、事業完了前に実施する計画となっている。また、本プロジェクトの活動は、ネ

ノ県とバラカ県のコミュニティ・ラジオ及びテレビにより、放送された。 

 成果 2の活動は計画通り完了した。対象 4 県のCCO 及びTST 向けのCOVAMS アプローチに

関する研修は、2017年 6月までに完了し、研修を受けたCCO及びTSTは、CMFA 技術のパッケ

ージである、苗木生産を含む植林・育林技術、等高線農法、ガリ2補修、に関する技術研修や実演・

実証（デモンストレーション）を村で行う、LF及び SLF向けの研修を行っている。なお、LF及

び SLFは、村のミーティングで村人により村人の中から指名される。合計で、対象 4県で 3,795

名の農民が LFとして指名され、研修を受けた。そのうち、3,745 名が LFとして認定された。LF

は、1人で 15世帯を担当する。また、4県で SLFとして指名された 435 名全員が認定された。SLF

は村の規模にもよるが、1村当たり 2～3名が認定されている。 

 成果 3の活動も計画通りに完了した。本プロジェクトで育成した LFは、各村でそれぞれが担

当する農民に対し、植林・育林技術、等高線農法及びガリ補修を含む、CMFA 技術に関する研修

を 1回以上実施した。また、LFによる研修を受けた農民の大多数は、CMFA 技術を実践した。ま

た、対象サイトのメイズ畑における、等高線農法と小規模砂防ダムの土壌流出の有効性を検証す

                                                        
2 雨水等による浸食でできる地形形状。 
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るための調査が日本人専門家により実施され、2015 年 9 月にワーキング・ペーパーとして取りま

とめられた。 

 成果 4の活動は、概ね計画どおり完了した。CCO及びTSTの月例ミーティングは、それぞれ

の対象県において定期的に開催された。また、県レベルのプロジェクトマネージャーによる月例

ミーティングは、州森林局のイニシアティブのもと、定期的に開催された。加えて、プロジェク

ト・チームは、CMFA を制度化するため、MoNREM、MoAIWD、MoCECCD、マラウイ森林・野

生生物大学（Malawi College of Forestry and Wildlife: MCFW）、他ドナー及び民間企業といった、主

な利害関係者を訪問し、本プロジェクトで導入したCMFA についての説明を行った。 

 

表 4 本プロジェクトにより完了した主な活動（2017年 11月現在） 

成果 活動 

成果 1 • MoNREM, MoAIWD, MoCECCD及びOPCを訪問し、多く協議を実施 

• 2017年 4月に新聞記者による現場視察 1回を実施。 

• バラカ県及びネノ県におけるラジオ・テレビ放送 

成果 2 • 2017年 6月に対象県のCCO及び TST向け研修を完了。 

• 2017年6月にCCO及びTSTのCOVAMSアプローチに関する理解度についての自

己評価及び各県による評価を実施。 

• 対象 4県全 367村落のうち 347村落においてCOVCAMSアプローチによるCMFA    

を導入 

• 指名された 3,795名のうち 3,745名が LFとして認定された。 

• 指名された 435名全員がSLFとして認定された。 

成果 3 • LF全員が本事業で導入されたCMFA技術に関する研修を 1回以上実施。 

• 対象サイトの 80％以上の村民がLFによるCMFA技術に関する研修に参加。 

• LFによる研修を受けた村民の80％以上が、苗木生産、等高線農法を実践し、70％

以上の村民がガリ補修を実践。 

• 日本人専門家により、対象サイトのメイズ畑における等高線農法と小規模砂防ダム

の土壌流出への有効性について分析を行い、「メイズ畑における土壌流出と小規模砂

防ダム」が 2015年 9月にワーキング・ペーパーが取りまとめられた。 

成果 4 • 対象 4県の県森林局によるCCO及び TSTの月例ミーティングの定期開催 

• 対象 4県のプロジェクトマネージャーが参加する月例ミーティングの定期開催 

• プロジェクト・チームによるMMoNREM, MoAIWD, MoCECCD, MCFW、ドナー、

民間企業、その他関連機関の訪問 3回以上。 

 

２－３ 成果の達成状況 

2017年11月に実施された終了時評価調査時点までに、計画された成果はおおむね算出された。 

成果 1 は、一部達成しており、プロジェクト終了までに達成することが見込まれる。COVAMS

アプローチのガイドライン及びマニュアルは、ドラフトが作成され、最終化の作業が行われてい

る。民間セクターを対象とした広報セミナー及びメディアによる現地視察は、プロジェクト終了

前までに実施される予定である。 

成果 2 は、達成された。成果 2のすべての指標は達成されており、TST、CCO 及び LFを含む、

キャパシティ・ディベロップメントの対象となっているグループは、本プロジェクトで導入した

CMFA を農民が実施できるよう指導するための技術的な知識・スキルが向上した。また、LFと指

導を受ける農民は、3つのCMFA技術を実践するために必要な技術的な知識・スキルを習得した。 

成果 3 は、達成された。成果 3のすべての指標は達成されており、農民間普及手法やCMFA 技
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術といった COVAMS アプローチの有効性が検証された。本プロジェクトで養成された LF の

100％がCMFA 技術を実践している。 

成果 4 は、概ね達成された。COVAMS アプローチに基づく CMFA の普及のための県及び州レ

ベルの調整メカニズムは、CCO 及び TST の月例ミーティング及び PM の月例ミーティングによ

り、構築された。 

 

表 5 成果の達成度（2017年 11月時点） 

成果 指標 達成状況 

1. COVAMSの制度化及び予

算確保に関する対象県及

び関連諸機関に対する働

きかけが実施される。 

1.1. 少なくとも 3 つの組織のニーズ

に即した、COCAMS アプローチ

に関するガイドラインを含む、嬢

王提供のための資料が作成され

る。 

1.2. 流域管理に関係する民間セクタ

ーを招いた情報共有/広報セミナ

ーが少なくとも 2回開催される。 

1.3. ドナー/メディアからの参加者を

招いた現地視察が少なくとも 2

回企画される。 

一部達成 

➢ 指標 1-1: COVAMS アプローチに関

するガイドライン及びマニュアル

が、MoNREM、MoNREM, MoAIWD 

及び MoCECCDで作成された。 

➢ 指標 1-2: 発電会社（EGENCOMW）

及びブランタイア水委員会の 2 つの

民間事業体を対象とする広報セミナ

ーがプロジェクト終了までに計画さ

れている。 

➢ 指標 3: 南部の新聞記者による現地

視察 1回が、2017年 4月に実施され

た。残り 1 回のメディアによる現地

視察が、プロジェクト完了前に計画

されている。 

2. 対象県職員による

COVAMSアプローチ実施

能力が向上する。 

2.1. 指定された10種の研修内容をカバ

ーした研修が実施される。 

2.2. 研修参加者の少なくとも 80％が

COVAMS アプローチによる

CMFA の研修終了後の評価におい

て、要件を満たす。 

2.3. COVAMSアプローチが、パイロッ

ト TA の少なくとも 80％の村落で

適用される。（全 370 カ村のうち

296カ村以上） 

2.4. 農民から選ばれた LF のうち少な

くとも 80％（3,637名中 2,910名）

が承認される。 

2.5. の選定された少なくとも 80％の

SLF（407 名中 326 名）が承認さ

れる。 

達成 

➢ 指標 2-1: 2017年 10月までに 10分

野をカバーする研修が完了。 

➢ 指標 2-2: TST14名中の 80％、CCO

の80％がCOVAMSガイドラインに

沿った活動を実施し、彼らの自己評

価では、満足度はレベル 3 以上であ

った。 

➢ 指標 2-3:COVAMSアプローチは、全

367 カ村のうち 347 カ村で実施され

た。 

➢ 指標2-4:指名された3,795名中3,745

名の LFが認定された。 

➢ 指標2-5:指名された435名のSLFの

全員が認定された。  
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成果 指標 達成状況 

3. 普及手法及び普及対象技

術としてのCOVAMSアプ

ローチの有効性が検証さ

れる。 

3.1. 農民から選ばれた LF の少なくと

も 80％が COVAMS アプローチに

よるCMFAに関する各研修内容に

つき各 1回を研修実施する。 

3.2. 本プロジェクトで活動が行われた

村落の世帯の少なくとも 80％が、

COVAMS アプローチによる

CMFAに関する研修に参加する。 

3.3. 本プロジェクトで活動が行われた

村落の世帯の少なくとも 50％が、

CMFA の各分野の技術を適用す

る。 

3.4. COVAMS アプローチによる

CMFA 技術の一つである、等高線

栽培の有効性が把握される。 

3.5. CMFA アプローチの一つであるガ

リ防止技術の有効性が把握され

る。 

達成 

➢ 指標3-1:養成されたLFの100％が本

プロジェクトで導入された 3 つの

CMFA技術を実践した。 

➢ 指標 3-2*: 参加率は以下のとおり。 

• 苗木生産研修:第 1年次 81.5%、第

2年次 90.3% 、第 3年次 88.2% 

• 土壌保全研修: 88.8%、95.1%、 

97.0% 

• ガリ補修研修: 85.9%、94.0%、 

97.1% 

➢ 指標 3-3*: 適用率* は以下のとおり。 

• 苗木生産: 83.8%、89.6%、90.7% 

• 植林: 84.6%、88.3%、87.9% 

• 土壌保全技術: 88.9%、97.2% 、
98.6% 

• ガリ補修技術: 69.1%、69.2%、
72.1% 

➢ 指標 3-4**:2014/15 年耕作期におけ

るメイズ畑 1,103 haにおいて、土壌

流出 19,287m3 (17.49m3/ha)が、等高

線農法により防止された。 

➢ 指標 3-5**:対象 4 県で、土壌流出合

計 1,602m3が、小規模砂防ダムで防

止された。 

4. すべてのレベルの関係機

関の指導的な立場の関係

者間におけるCOVAMSア

プローチへのコミットメ

ントが強化される。 

4.1. CCO（保全調整員）及びTST(技術

支援チーム)による月例ミーティン

グが、県森林局のイニシアティブ

により定期的に開催される。 

4.2. 対象 4 県の PM 月例ミーティング

が、県森林局及び他の県関連部局

のイニシアティブにより定期的に

開催される。 

4.3. 省庁及び県の職員最低 8 名を招い

た現地視察が、対象県により少な

くとも 1回企画される。 

4.4. 関係機関に対する訪問・説明が、

省庁及び県職員のイニシアティブ

により、少なくとも 3 回実施され

る。 

おおむね達成。 

➢ 指標 4-1:CCO-TST の月例ミーティ

ングは、各対象県において定期的に

開催された。 

➢ 指標 4-2:月例 PM ミーティングは各

対象県において定期的に開催され

た。 

➢ 指標 4-3:現地視察は、プロジェクト

終了までに実施する計画である。 

➢ 指標 4-4:関係機関への訪問は 3 回以

上行われた。 

 

注 1*:指標 3-2 及び 3-3 のデータは、2017 年 1 月に本プロジェクトが実施した「世帯質問票調査」により収集され

た。 

注 2**:指標 3-4及び 3-5のデータは、本プロジェクトの日本人専門家による推計値である。（2015年 9月“Working 

Paper No.9: Soil Loss Study for Maize Gardens and Small Scale Check Dams”（ワーキング・ペーパー第 9号：メイズ畑

及び小規模砂防ダムに関する土壌流出の調査） 

 

２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

上述のとおり、計画された成果は、達成あるいはおおむね達成されており、プロジェクト目標

は、プロジェクト完了時までに達成される見込みである。 
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 指標 1は、県戦略開発計画3は、資源とイニシアティブの欠如により機能していない。本プロジ

ェクトの下では、各対象県において、2017/18 会計年度の活動計画が、2017 年 2 月から 3 月にか

けて開催されたレビュー会合において策定された。活動計画策定プロセスにおいては、各対象県

は、対象村落に関する情報を収集、分析するためのレビュー会合を行った。県レベルでの中期開

発計画及び投資計画を策定する体制はないものの、2018/19 会計年度の活動計画は、2018 年 2 月

から 3 月に開催予定のレビュー会合で策定される予定である。また、COVAMSアプローチに基づ

くCMFA の普及及びフォローアップ活動に関する計画を含む、今後 3 年間の行動計画が、レビュ

ー会合で協議、策定されることが見込まれている。 

 指標 2については、COVAMS アプローチのガイドラインは、終了時評価時点において最終化の

プロセスにある。また、カウンターパート機関である、MoNREM、MoAIWD、MoCECCD 及び

OPC は、ガイドラインを全国的に活用するため、公式にこれを承認することに合意している。 

 

表 6 プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標 指標 達成度 

対象県において流域保全活動

が制度化される。 

 

1. 対象県により、COVAMSアプローチに

よるCMFAのための年次計画及び予算

要求が策定され、実施される。 

達成見込み 

➢ 2017/18 年度の対象各県の活動計

画が、2017 年 2 月から 3 月にか

けて開催されたレビュー会合にお

いて策定された。 

➢ 2018/19 年度の対象各県の活動計

画が、2018 年 2 月から 3 月にか

けて開催されるレビュー会合にお

いて策定される予定である。 

2. COVAMS アプローチのガイドライン

が、関係省庁により認められる。 

 

達成見込み 

➢  COVAMSアプローチのガイドラ

イ ン 及 び マ ニ ュ ア ル は 、

MoNREM、MoAIWD、MoCECCD 

及びOPCにより、2018年に開催

される JCCまでに、公式に署名・

承認される予定である。 

 

２－５ 上位目標の達成見込み 

 上位目標は、JICAの技術協力プロジェクトにおいては、プロジェクト完了後 3～5 年以内に達

成されるべき、本プロジェクトの結果として期待されるアウトカムである。したがって、上位目

標は、プロジェクト完了後 3 年以内に達成されることが期待される。 

 指標 1については、プロジェクト完了後において適用されることを念頭におき、本プロジェク

トにおいて、投入を最小化した「低投入COVAMS（Lean COVAMS）アプローチ」により、ムワ

ンザ県の非対象TAの 5 つの村落において、COVAMS によるCMFA の普及がすでに行われてい

る。 

 指標 2については、本プロジェクトにより、流域管理に関連する地域でCOVAMS アプローチ

によるCMFA に関する研修及び技術移転を行った村落のうち、いくつかの村落において、他ドナ

                                                        
3 「県戦略開発計画」の制度は、ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit: GIZ）の支援により、

効果的な予算策定を行うために導入されたものである。 
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ーやNGOの支援を受けていることが、終了時評価時点で確認された。例えば、ブランタイア県

ムタバリカ村では、ガリや土壌流出の対策・軽減のために、全体で 72.5ha における大規模砂防ダ

ムの建設に対する支援が、セーブ・ザ・チルドレンにより行われている。もう 1つの例としては、

同じくブランタイア県ンポサ村における、嵐や大雨による洪水及び土壌流出対策のための排水・

放水溝の建設への支援が、世界食糧プログラム（World Food Programme: WFP）により行われてい

る。いずれの村における他ドナー及びNGO の支援においても、本プロジェクトで導入した技術

を活用したコミュニティの参加のもとで、本プロジェクトで養成したSLF及びLFを中心として、

コミュニティの参加のもと、現地で利用可能な資源を利用して、砂防ダムや排水・放水溝の整備

が行われている。 

 

表 7 上位目標の達成見込み 

上位目標 指標 達成見込み 

COVAMS アプローチを活用し

た農民による流域保全活動

（CMFA）が対象県において広

く実施される。 

1. COVAMS アプローチを活用した

CMFA が対象県において少なくとも 2

つの TAにおいて実施される。 

すでに達成 

➢ 本プロジェクトによりムワンザ県

の非対象TAの5カ村において「低

投入 COVAMS アプローチ」によ

るCMFAの導入を実施 

➢ 対象県の本事業の対象外のTAは、

本プロジェクトに対し、COVAMS

アプローチに基づく CMFA に関

する研修の実施を要請している。 

2. 対象県において、COVAMSアプローチ

を活用したCMFAが、少なくとも他ド

ナーの支援による事業 1 件により適用

される。 

達成見込み 

以下の支援が他ドナー及び NGO に

より実施されている。 

➢ ブランタイア県: WFP、セーブ・

ザ・チルドレン、持続可能な開発

のための灌漑財団(FISD)、等 

➢ バラカ県: マラウイカトリック開

発委員会(CADECOM), 

➢ ネノ県: マラウイ福音協会(EAM), 

セーブ・ザ・チルドレン、飢餓プ

ロジェクト、 

 

２－６ 実施プロセス 

 本プロジェクトは、中央、州、県レベルにおける調整の下で実施された。流域管理は、環境保

全、農業活動、土地利用、コミュニティ開発といった複数分野にまたがるアプローチによる取り

組みが必要となる、分野横断的な課題であることから、MoNREM、MoAIWD 及びMoCECCDの

3 つの関連する省が、本プロジェクトの意思決定機関となる、合同調整委員会（Joint Coordination 

Committee: JCC）のメンバーとなっている。州レベルでは、本プロジェクトの活動、取り組むべ

き課題について議論を行うとともに、本プロジェクトを通じて得られた情報及び経験の共有をお

こなうため、南部州森林局の主導の下、PM の月例ミーティングが開催されている。また、県レ

ベルでは、対象各県において、対象村落への研修活動や取り組むべき課題に関する議論、情報や

経験の共有を行うための、CCO 及び TST による月例ミーティングが定期的に開催されている。

本プロジェクトで構築された調整メカニズムは、本プロジェクトの実施のみならず、流域管理の
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共通の使命に向けた、マラウイ側の中央レベル、州レベル及び県レベルにおける利害関係者間の

調整を促進している。 

 日本側の実施体制については、前半と後半で変更が行われた。前半においては、長期専門家が

派遣され、ブランタイア県に常駐し、普及すべき CMFA 技術及び CMFA を迅速かつ広範に普及

するための COVAMS アプローチを構築するため、県レベルのカウンターパートへの支援が重点

的に行われた。他方、後半においては、持続可能な流域管理向けた、COVAMSアプローチに基づ

くCMFAの制度化及び対象県の対象TAにおけるCOVAMSアプローチによるCMFAの更なる普

及への支援が活動の中心であった。また、プロジェクト完了後の持続性に鑑み、マラウイ側のオ

ーナーシップを強化するため、後半においては、日本人専門家による関与・支援を漸減する方針

がとられた。 

しかしながら、CMFA が対象県における効果的な流域管理に貢献できるよう、持続性の確保に

向けた、COVAMS アプローチに基づく CMFA の制度化に関する実施体制及びプロセスについて

は、改善の余地が見られる。2016 年度より、プロジェクト事務所は、従来のブランタイア県に加

え、リロングエの森林局内（MoNREM）に設置され、中央レベルでの制度化に係る活動が行われ

た。しかし、プロジェクト活動の重点は依然として対象県での活動に置かれており、対象県とリ

ロングエは物理的に離れているため、移動に時間を費やす状況下で必要な対応を十分なレベルで

行うには問題があった。特に、MoNREM、MoAIWD、MoCECCDにおいては、COVAMS アプロ

ーチによるCMFA の制度化を推進するためのフォーカルポイントは置かれず、そのため中央レベ

ルにおける調整や意思決定を促進することが困難であった。 
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第3章 評価 5 項目による評価 

 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高く、プロジェクトの終了まで妥当性は維持される見込みである。 

 

(1) マラウイの開発政策との整合性 

 本プロジェクトは、事前評価時から終了時評価時までにおいて、マラウイの国家森林政策

と整合している。 

   マラウイ政府は、コミュニティによる森林管理、木材や燃料となる森林資源の持続的な利

用などの対策による資源劣化の防止を通じた、持続可能な森林管理及び社会経済的便益の向

上に向けて、1996 年に「国家森林政策」、2000 年に「国家森林プログラム」を適用した。 

   実施とのギャップに関する幅広い利害関係者の意見を聴取するため、幅広い協議プロセス

による「国家森林政策（1996 年）のレビューを行った後、マラウイ政府はこれに続く政策と

して、2016 年 6 月に「国家森林政策 2016」を開始した。同政策の目標は、マラウイの持続

可能な開発に向けた、樹木及び森林の保全、整備、保護及び管理である。同政策では、森林

被覆率を現在の 28％から 2％増加させ、2021 年までに 30％とし、既存の森林資源の持続的

な管理に貢献する戦略を推進することにある。 

   9 つの総合的な政策目標として、地域コミュニティ、市民社会及び民間セクターの森林保

全・管理への参加を促進する実施可能な枠組みの提示、生産物及びサービスを生み出す樹木

及び森林の持続的な自給を達成するためのすべてのコミュニティによる育林の推進、森林セ

クター及び GDP への貢献に向けた、適切かつ持続的な短期的、中期的及び長期的な資金調

達メカニズムに関するイニシアティブの開発の促進、政策の実施にふさわしい必要な人材の

開発の強化、などが掲げられている。 

   また、食糧安全保障の向上、エネルギー源の拡大、気候変動への対応力の向上、水質及び

水供給の改善及び貧困撲滅を含む、2020 年までの国家目標に取り組むための「国家森林景観

回復戦略（NFLR 戦略）」が、2017 年 6月に開始された。NFLR 戦略は、「国家森林政策 2016」

の実施を加速することも目的としている。同戦略には、2018～2020 年を対象とする、コミュ

ニティが管理する森林・植林地、森林管理、土壌・水保全及び河岸修復といった分野に関す

る行動計画が含まれている。 

 

(2) マラウイの開発ニーズとの整合性 

   本プロジェクトは、土壌保全及び森林回復を通じたシレ川中流域の流域管理という、事前

評価時以降のマラウイ及び対象地域における開発ニーズに合致している。 

   「国家森林政策 2016 年」によれば、推定森林減少率は 2.8％であり、これは、森林被覆面

積が年間平均で 25 万 ha 減少していることを示している。森林減少の直接的な原因は、農業

活動の拡大、居住地域の拡大、山火事、無秩序な燃料用（木炭及び薪）及び木材用の森林伐

採が挙げられる。 

   COVAMS アプローチによるCMFA は、本プロジェクトによる支援を受けた対象村の活動

を通じて、対象 4 県において普及され、広範に実践されているが、シレ川中流域における土

壌流出の軽減と劣化した森林の回復に向けた効果的な流域保全につなげるには長い時間を
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要するため、COVAMS アプローチによるCMFA の更なる推進が求められる。実際に、森林

保全活動は、対象 4 県で推進されているが、木炭や薪の生産のための不法伐採は続いており、

森林減少は止まっていない。特に、木炭が主たるエネルギー源であることから、ブランタイ

ア県における木炭消費量は、人口増加に伴って拡大している。他方、シレ川への土砂流入は、

シレ川流域及びマラウイ全体にとっての代替のエネルギー源となる、水力発電に悪影響を及

ぼしている。 

  

(3) 日本の対マラウイ援助政策との整合性 

本プロジェクトは、事前評価時における日本の対マラウイ援助政策に合致している。 

日本政府は、「対マラウイ国別援助方針」を策定し、2012 年 4 月に適用を開始した。2 つ

の重点分野のうちの一つが、農業及び鉱業開発に向けた基盤整備への支援であり、環境保全

及び気候変動対策としての、植林・造林及び流域管理を含む自然資源保全への協力が含まれ

ている。 

 

３－２ 有効性 

終了時評価時点において、COVAMSアプローチに基づくCMFA の制度化についてはさらなる

強化の余地はあるものの、産出されたアウトプットによりプロジェクト目標は達成される見込み

であることから、本事業の有効性は高いと判断される。 

 COVAMS アプローチに基づくCMFA の制度化については、本プロジェクトでは、関係者間で

の調整のもと、県レベルでの活動計画の策定のための体制を構築した。また、現場において、

COVAMSアプローチに基づくCMFA を実施するための効果的かつ有用性の高いガイドライン及

びマニュアルが、MoNREM、MoAIWD及びMoCECCD により、公式に承認されることとなって

いる。しかしながら、より効果的な制度化を行うにあたっては、本プロジェクトにおいて、県政

府及び他ドナーや NGO を含む外部機関の資金を動員するためのメカニズムの構築をコンポーネ

ントの一つとして組み入れることが必要であった。また、現場において COVAMS アプローチに

基づくCMFA を継続・普及に向けた、中央レベルでの関係者間の調整を促進するため、中央レベ

ルで資源を動員するための制度化を推進することが不可欠であった。 

 他方、本プロジェクトは、対象 4県における流域管理の制度化の促進においては、顕著な効果

を上げた。その要因として、COVAMS アプローチによる農民間の研修及び普及活動と、対象村

落において適切かつ適用可能なCMFA 技術が挙げられる。 

 COVAMS アプローチは、対象とする技術を

農民に研修・普及を行うにあたって、カスケ

ード方式で技術移転（CCO及びTSTから SLF

及び LF、SLF 及び LF から農民）すること、

また、各コミュニティに対しては 2 年間とい

う期間を限定した集中的な支援とし、SLF 及

び LF に対する技術移転と彼らによるコミュ

ニティにおける農民への技術指導への支援を

重点的に行った。そのため、COVAMSの普及

手法ではCCO やTST のようなマラウイ政府

側の普及員の能力向上に加え、農民である

CCO及びTST

への研修

SLF及びLFへ

の研修

農民への

研修・普及

図 1 カスケード方式による技術移転 
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植林用苗床 

（バラカ県ヴァムス村） 

 

等高線農法（等高線に沿った畝） 

を実践しているメイズ畑 

（ネノ県マカナン村） 

  

石を利用したガリ補修 

（バラカ県ヴァムス村） 

SLF や LF といったコミュニティにおいて普及の中心となる人材も多数育成することが可能であ

った。その結果、育成された普及員のみを通じて普及を行う他の従来型の農民への研修あるいは

普及アプローチと比較して、短期間により広範な地域をカバーすることができ、非常に有効であ

ることが確認された。本プロジェクトの活動により、過去 5 年間で、CCO32 名、SLF435 名、LF3,745

名が養成され、彼らは、対象村落での研修・普及活動に従事している。特に、本プロジェクトで

は、村での技術移転・普及の起点となる LFは 15 世帯に 1人当たり、LFを技術的に支援する SLF

は、村の規模によって異なるものの、各村落で平均して 3～4 名程度養成する戦略がとられ、彼ら

の活動は、終了時評価時点で、対象 4県において 347 村落、45,000 世帯以上に及んでいた。本プ

ロジェクトの被覆範囲は、プロジェクト開始時点の 2013 年の 50 村落から、大幅に増加している。

さらに、すぐに適用しない住民も見られるものの、対象村落の多くの住民が、本プロジェクトで

研修を行ったCMFA 技術のいずれかを継続的に実践していることも確認された。これは、プロジ

ェクトでの技術移転に係る支援は各村落に対し 2 年間と限定されたものであったが、村落内で

SLF及び LFによる継続的な技術移転・普及活動が行われたことによる効果であるといえる。 

 本プロジェクトで選定された 3 つのCMFA 技術、植林・育林、等高線農法及びガリ補修は、広

範囲に普及し、農民が簡単に実践できるという観点から、効果的であるといえる。2015/16 年度

時点のCMFA技術の実践状況は、植林された苗木数が218カ村で196,684本、土壌保全面積272ha、

ガリ補修のための小規模砂防ダムの建設数 14,020 カ所であった。 

 植林・育林については、農民は、各世帯でまき

として利用するための苗木生産を行えるようにな

り、不法伐採の減少につながることが見込まれる。

また、彼らは、森林保全・回復を目的とするコミ

ュニティで管理する植林地での植林やメイズ畑や

河岸の土壌流出の防止のため植林を効果的に行っ

ている。基準畝（等高線に沿った畝を作るための

基準となる畝）や箱型畝（雨が降った際に土砂を

流出させないために降雨を貯めるための箱型に深

く掘った穴）など等高線農法は、雨が降った際の

メイズ畑の保水能力を向上させ、土壌流出の削減

につながっている。その結果、CMFA 技術を適用

している農民の多くが、より少ない農地で、かつ、より少ない農作業の負担で、より多くのメイ

ズを収穫できるようになった。小規模砂防ダムを造っている村落では、土壌流出が減少し、堆積

した土壌によりガリが修復されつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

20 

 

広範囲にわたりCMFA 技術が普及されたことの要因として特筆すべきは、対象村落で入手可能

な資源を活用した、対象地域に適用可能な技術を選定したことである。植林・育林については、

州森林局が実施している、在来種の挿し木による植林を重点とする天然林再生活動に向けたコミ

ュニティ・ベースの植林活動を行っている。この天然林再生活動は、従前から実施されているも

のであり、住民にとっては、植林活動はなじみのあるものであることから、本プロジェクトで導

入された植林・育林技術の実践は容易であり、抵抗はなかったものと考えられる。また、等高線

農法についても、対象 4県の農村では、畝の向きは等高線に精緻に沿ったものではなかったもの

の、もともと伝統的に行われていたものであった。そのため、本プロジェクトで導入した基準畝

や降雨受けの箱型畝を整備し、適切な向きでの畝を作る、改善された、より効果的な等高線農法

は、対象村落の住民にとっては容易に適用可能であった。ガリ補修についても、本プロジェクト

で導入した技術は、対象村落で入手可能な、石・岩や枝などの材料を使った砂防ダムの建設であ

り、材料費をかけることなく、住民自身で実施可能なものであった。 

 こうした本プロジェクトの戦略により、図 2に示すロジックモデルのとおり、対象県における

森林再生・保全、保水能力の向上、土壌保全、農業生産の向上等の効果がすでに発現しており、

長期的な効果・インパクトとしては、流域管理の向上による土壌流出や不法伐採の減少、水力発

電能力の回復、森林破壊の防止が期待される。 
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対象コミュニティにおける

アウトプット

植林・育林

改善された等高線畝農業

（マーカー畝（基準）、箱型畝

（水を貯める）、適切な配列の

畝）

ガリ回復

投入（コミュニティで入手可能）

天然更新技術

（挿し木）

伝統的な等高線畝農業

砂防ダム用資材

（岩、石、枝等）

コミュニティ植林・森林地

やる気のあるSLF及びLF

多分野をカバーする普及員及び県職

員

（森林・農業・コミュニティ開発）

コミュニティの参加

（労働提供）

対象コミュニティにおける

アウトカム

森林再生・森林保全

土壌保全

農業生産の向上

保水能力の向上

長期的な地域レベルでの

インパクト（仮説）

流域管理の向上

シレ川の水量の増加

木炭・薪から電力へのエネルギー転換の促

進

水力発電の回復・拡大

不法伐採による木炭・薪生産の減少

森林破壊の防止

コミュニティ/村落におけるCMFA

の導入

農民に対する集中的な研修・普及（2

年間）

CMAF 技術

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 本プロジェクトのロジックモデル 

 

 

３－３ 効率性 

 終了時評価時点において、プロジェクト活動の効率的な実施の阻害要因は見られたものの、本

プロジェクトの全体的な効率性は高いと判断される。これは、本プロジェクトの投入が、計画さ

れた成果の産出とともに、広範な能力開発とCOVAMS アプローチに基づくCMFA の普及という

多大な効果を、効率的にもたらしたことによる。 

 終了時評価時点までに、日本側の投入はほぼ計画どおりに行われた。日本人専門家の派遣人数、

供与機材の数といった投入量は十分であったといえる。また、派遣された各専門家の専門分野に

ついても適切であった。しかしながら、2015 年以降、短期専門家の派遣においては、一部分野の

専門家が頻繁に交代したことから、対象サイトの現状の理解に時間を要するなど、プロジェクト

活動の効率性を減じられた。また、供与機材の質と仕様（スペック）の問題によっても、効率性

が阻害された。日本側で供与した、TST の活動用のピックアップ・トラックと CCO が使用する

バイクは、普及活動において重要な機材であったが、故障が多く、修理に費用と時間を要するこ

ととなり、結果として普及活動を阻害する要因となった。 

 マラウイ側の投入については、計画に対し部分的に行われるにとどまった。カウンターパート

の配置については、特に、LFへの指導・研修を行う TST 及びCCOの人数は十分であった。しか

しながら、普及活動を行うにあたって不可欠なバイクの燃料費などの費用は、マラウイ側で負担

することになっていたが、マラウイ政府の財政上の制約から、県への予算配分がなされず、日本

側で負担することとなった。また、プロジェクト実施中において、人事異動、退職及びその他の

理由により、県知事から CCO に至るまで、本プロジェクトに配置されていたカウンターパート

職員が頻繁に交代した。こうしたカウンターパートの交代は、一時期、プロジェクトの実施体制

の様々なレベルでの必要な活動に係る意思決定に影響を及ぼした。なお、こうした影響は、本プ

ロジェクトの効率性を著しく損なうものではなかったが、長期にわたり負のインパクトをもたら

した。 
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 こうした効率性に係る課題はあったものの、本プロジェクトで構築された調整メカニズムは、

対象村落における投入を効率的に行うことにつながり、かつ、他のプロジェクトやプログラムに

よる支援との重複を回避することにつながった。特に、森林、農業及びコミュニティ開発といっ

た異なる分野の普及員や県職員を CCO あるいは TST として動員するにあたっては、調整に時間

と労力を要したものの、MoNREM、MoAIWD 及びMoCECCDの 3 省の協調の下、本プロジェク

トの活動は、COVAMSアプローチに基づくCMFA の普及を分野横断的に行う役割を担うCCO及

びTSTにより、非常に組織的に行うことができ、効率的な普及活動が実施された。 

 さらに、本プロジェクトでは研修や普及活動の投入を最小限に抑えたものの、本プロジェクト

で導入した CMFA の実践はおよそ 350 カ村 45,000 世帯以上にわたり、研修や普及活動の被覆範

囲は、非常に広範なものであった。こうした広範な活動の被覆範囲は、本プロジェクトの効率性

の高さをもたらした大きな要因である。 

 

３－４ インパクト 

(1) 上位目標の達成状況 

本プロジェクトでの重点的な支援が完了した村落での取り組みや、カウンターパートであ

る省・県政府及び他ドナー・NGOの支援により、上位目標の達成見込みは高い。 

上述のとおり、本プロジェクトは、ムワンザ県の非対象 TA の 5 村落において、「低投入

COVAMS(Lean COVAMS)アプローチ」による CMFA 技術の普及をすでに実施している。ま

た、本プロジェクトの対象TA の近隣のTAは、CMFA の効果を認識しており、COVAMSア

プローチによるCMFA の導入を要請している。また、本プロジェクトによる支援が完了した

村落においては、政府の他のプログラムや他ドナー・NGOの支援を受け、本プロジェクトで

養成した SLF及び LFを動員して、流域管理に関連する活動が行われている。 

なお、プロジェクト完了後における上位目標の達成を確保するためには、シレ川中流域に

おける効果的な流域管理に貢献する、CMFA の普及・改善に向けた県レベルでの行動計画を

策定し、CMFA の持続に必要な資源を動員するメカニズムの構築が不可欠である。 

 

(2) その他のインパクト 

   終了時評価時点において、下記の正のインパクトが確認された。負のインパクトについて

は確認されなかった。 

 

【対象村落における農業生産の向上】 

 終了時評価調査団による農民及び LF へのインタビューによれば、農業生産、主にメイズの生

産量は、本プロジェクトで推進している改善された等高線農法の導入後、増加している。彼らは、

改善された等高線農法により、メイズ畑の保水能力が向上し、メイズ生産の土地生産性が増加し

たことから、より少ない耕作面積で収量を増加させることができ、その結果農作業を軽減するこ

とができたとしている。しかしながら、終了時評価時点においては、農業生産に関するモニタリ

ングデータがなく、農業生産に対する具体的なインパクトを客観的に検証することは困難であっ

た。 

 

【支援が完了した村落における森林回復】 
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小学校で生徒に環境保全の重要性を教える CCO 

（ムワンザ県チャリ村）

 終了時評価調査において、本プロジェクトによる 2年間の集中的な支援を完了した村落の現地

視察を行ったが、その際に、本プロジェクトで導入したCMFA により、森林回復が進捗している

ことが確認された。なお、終了時評価時点においては、森林回復に係るモニタリングデータがな

く、森林回復に係るインパクトを客観的に検証することは困難であった。 

【学校での環境教育における CMFAの導入】 

 本プロジェクトの本邦研修に参加した、ムワ

ンザ県のTSTのメンバーの 1人が、チャリ村の

小学校で行われている環境教育の一環として、

CMFA を導入した。同村を担当するCCO により、

CMFA 技術に関する技術移転が小学校教員に対

して行われ、同校の 5 年生及び 6 年生が、苗木

生産、植林・育林、等高線農法及び肥料作りを

実践している。同校を支援している TSTは、生

徒たちが流域管理や森林保全の重要性を理解す

ることで、彼らが成人した際にCMFA を実践す

ることが期待され、また、彼らの両親も CMFA

の重要性を理解し、子供たちを通じて知識や技

術を得ることが期待されるとしている。ネノ県においても、同様に、TST により学校における

CMFA の導入が開始されている。 

【県レベルにおける十分な協調・調整による普及サービスの提供】 

 本プロジェクトの実施において、3 つの省が協調して、中央、州、県レベルのプロジェクト活

動、特に、CMFA に係る研修・普及活動に関与した。その結果、CCO 及びTSTは、SLF及び LF

を対象とするCMFA に関する分野横断的な課題を網羅する、県各局の協調による技術支援及び普

及サービスを提供するにあたり、十分に機能している。これは、CCO 及び TST が、本来はそれ

ぞれが県の森林、農業及びコミュニティ開発を担当する普及員あるいは森林官、農業官及びコミ

ュニティ開発官として、異なる経歴・専門性を有しているにもかかわらず、森林、営農及び土壌

保全という異なる分野を含むCMFA 技術を学んだことにある。従来、各分野の技官及び普及員は、

それぞれ所管する分野に係る技術支援や普及活動を個別に展開していたが、各分野の技官及び普

及員の人数は限られており、普及活動の面的な展開には限界があったうえ、農民やコミュニティ

のニーズに包括的に対応できないという状況にあった。しかし、本プロジェクトで導入したCCO

及びTSTというアプローチはでは、CCO 及びTSTがCMFA に関連して分野横断的な技術支援や

普及サービスを提供するため、ニーズに即した効率的かつ効果的な技術支援及び普及活動が可能

となった。また、本プロジェクトで普及対象とした流域管理技術は、SLF 及び LF がコミュニテ

ィにおいて技術指導を行うのに容易なものであり、他分野の普及員にとっても習得は容易なもの

であった。そのため、特に、コミュニティ開発に係る普及員は各県に 1 名のみの配属であるとこ

ろ、コミュニティ開発を所管するMoCECCDでは、本プロジェクトのCCO 及びTST のアプロー

チにより、普及活動の拡大を行うことができた。さらに、MoAIWDにおいては、同省の使命のも

と、多様な課題に対応できる普及員による「ワン・ストップ・サービス」として、普及活動を統

合するため、普及体制の改編に取り組んでおり、本プロジェクトにおけるCCO 及び TST の協調
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ブランタイア県ムタバリカ村の SLF及び LFと 

ブランタイア県 TST及び CCO 

による普及サービスは、こうした取り組みに対する好例を示すこととなった。 

【能力強化された SLF及び LFのコミュニティにおけるリーダーシップの確立】 

 本プロジェクトで養成され、認定された対

象4県の3,745名のLF及び435名のSLFは、

技術的な指導者としてのみならず、彼らの村

落における開発に向けた「変革を促す仲介者」

としても十分な自信を有している。そのため、

自然資源保全及び農業生産向上に向けた新し

い技術の導入・普及の起点となり、ひいては

彼らの村の生計向上並びにシレ川中流域の流

域管理に貢献することが期待される。実際に、

上述のとおり、本プロジェクトによる支援が

完了した村落において、他ドナーや NGO が

効果的に支援を実施するにあたって、本プロ

ジェクトで養成した SLF 及び LF のリーダー

シップが高く評価されていた。 

 

３－５ 持続性 

本プロジェクトにおける持続性は、支援が完了した村落におけるCMFA の継続状況により検証

可能である。本プロジェクトの効果の持続性は、政策・制度面、組織面、技術面及び財務面から

見て、プロジェクト完了後、一定程度確保されるものと見込まれる。しかしながら、依然として

課題も残されている。 

  

(1) 政策・制度面 

シレ川流域及び対象 4県の流域管理及び環境保全における政策上の優先度に変更はない。 

「国家森林政策 2016」の下、森林破壊・劣化の抑制は、「持続可能な森林管理に向けた包括

的なアプローチ」による取り組みが求められている。コミュニティ・ベースの森林管理、森

林セクターの能力開発及び資金メカニズム、といった政策重点分野は、対象 4 県における

COVAMS アプローチに基づくCMFA の継続を後押しするものと考えられる。 

 

(2) 体制面 

本プロジェクトで養成した SLF が、LF 及び農民に対する技術移転及び技術的支援の起点

としての役割を引き続き果たすものと見込まれることから、COVAMSアプローチに基づく普

及メカニズムは維持されるものと考えられる。しかしながら、SLF 及び LF としての自信は

有しているものの、プロジェクト完了後には農民向けの研修に必要な投入は行われなくなる

ことが想定され、そうした状況下で、それぞれの村落において、SLFとしての役割を果たす

ための動機づけをいかにして維持していくかが、懸念される。また、LFの生計は自給自足的

農業に大きく依存しており、不法な木炭生産以外の代替的な生計手段を持たないことから、

食糧不足に直面した際には、特に、モザンビークと国境を接しているムワンザ県では、LF

が出稼ぎ労働者として、マラウイ国内の他の地域やモザンビークに流出してしまう可能性も
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ある。 

他方、MoNREM 森林局によれば、人事異動による本プロジェクトに関与した県職員の他

地域への異動は、COVAMS アプローチによる CMFA のマラウイ国内での普及を促進する、

プラスの要因となることが期待される。 

しかしながら、本プロジェクトで構築した調整メカニズムの持続性については懸念がある。

県レベルにおいては、CCO 及び TST のミーティングは継続されると見込まれるが、本プロ

ジェクトでバイクの維持管理や燃料の調達を支援していたことを鑑みると、そうした支援が

なくなった場合には、彼らの移動手段が制限されるため、開催頻度は低下するものと考えら

れる。また、本プロジェクトによる支援の終了後は、州レベルでの調整メカニズムを維持す

ることには、より、制約が多い。本プロジェクトの実施中には、日本人専門家が、各県との

調整や費用の負担を行い、州レベルでの会合を開催していたが、本プロジェクトの完了後に

は、誰がどのようにイニシアティブをとるか、各県との調整を行うか、県をまたがる会合に

係る交通費の手当をどのように負担するか、といった課題がある。 

 

(3) 技術面 

技術面での持続性の確保における重要な課題として、本プロジェクトで養成した SLF及び

LFによる活動の継続性が挙げられる。現場における技術的な助言を含む SLF及び LFに対す

る CCO 及び TST による定期的なフォローアップが不可欠である。そうした TST 及び CCO

によるフォローアップ活動は、SLF 及び LF にとって農民に対する技術的な支援や生計向上

につながる流域管理に係る新しい技術の実践を継続する動機づけとなる。同時に、そうした

フォローアップ活動は、CCO 及びTST は、SLF及び LFが活動を維持あるいは向上するため

のニーズを把握することにつながる。 

 

(4) 財務面 

中央、州、県のいずれのレベルにおいても、財源は非常に限られており、マラウイの開発

予算は、ドナーや NGO の外部資金に大きく依存している。プロジェクト活動に係る経費を

賄うためのカウンターパート予算は、マラウイ側により配分されることとされているが、本

プロジェクトの前半ではごく少額が配分されたにとどまり、後半においては、国家予算の制

約により、予算は全く配分されなかった。したがって、外部資金によらないマラウイ政府の

みの財源で、財務的持続性を確保することはかなり困難であるといわざるを得ない。 

そうした状況下において、本プロジェクトは、現場での研修向けの投入を最小限とした、

「低投入 COVAMS アプローチ」を導入した。これにより、COVAMS アプローチに基づく

CMFA の普及に必要な予算を削減することが可能となる。しかしながら、一方で、外部資金

による支援がない場合には、普及活動の速度は低下し、また、活動の規模も縮小されるもの

と考えられる。 

また、本プロジェクトでは、プロジェクト完了後の財源の確保に向け、たばこ税、森林開

発・管理基金（Forest Development and Management Fund: FDMF）、マラウイ社会活動基金

（Malawi Social Action Fund: MASAF）、シレ川流域管理プログラムなどの、代替的な資金源を

動員するための取り組みを行った。ブランタイア県においては、CMFA に対し、セーフティ・

ネット予算を充当することが期待される。 
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３－６ 効果発現に関わる貢献・阻害要因 

(1) 貢献要因 

1） 計画内容に関すること 

  COVAMSアプローチによるCMFA の普及に向けた制度化を目的とし、成果の一つとして、

中央レベルと県レベルでの省横断的、分野横断的な協調・調整メカニズムの構築を組み入れた

ことが、プロジェクトの効果の発現と組織体制面での持続性の確保につながった。 

  また、SLF及び LFの養成が、COVAMS アプローチの実施に係る能力向上の一つとして計画

されていたが、これにより COVAMS アプローチによる CMFA のコミュニティにおける導入、

実践、定着が可能となり、上位目標の達成や正のインパクトの発現をもたらした。 

 

2） 実施プロセスに関すること 

  本プロジェクトでは、日本人専門家の派遣の体制が前半と後半で変更された。前半における

長期専門家派遣は、ブランタイア県のプロジェクト事務所に常駐する形がとられ、県レベルの

カウンターパートへの支援が重点的に行われた結果、土壌保全及び森林回復に有効なCMFA 技

術が選定され、効果的な普及アプローチとしての COVAMS アプローチが構築された。後半に

おいては、ブランタイア県に加え、首都リロングエの MoNREM 森林局内にもプロジェクト事

務所が置かれ、中央及び県レベルでの制度化の活動が日本人専門家を中心に推進された。加え

て、プロジェクト完了後の持続性に鑑み、マラウイ側のオーナーシップを強化するため、日本

人専門家による関与・支援を漸減する方針がとられ、対象県における「低投入 COVAMS アプ

ローチ」によるCMFA の更なる普及が図られた。 

 

(2) 阻害要因 

1） 計画内容に関すること 

  プロジェクト目標の指標が実態を反映したものでなく、そうした状況が把握されたのが、制

度化の専門家が派遣されたプロジェクトの後半であり、それによって、具体的に何を達成すべ

きかの検討が必要であることが確認された。具体的には、CMFAの制度化に関する指標として、

対象県におけるCMFA のための年次計画及び予算要求の策定が設定されていたが、県戦略開発

計画を策定する制度は県政府の財源不足などにより、作成されていない、もしくは更新されて

いない等、機能していなかった。COVAMS アプローチのガイドラインの関係省庁による承認に

関する指標についても、COVAMSアプローチの普及にあたってどのレベルでの承認が必要であ

るのかについては明確にされていなかった。このため、プロジェクトの後半に入って、日本人

専門家による実態の把握とそれへの対応策の検討が必要となった。 

 

2） 実施プロセスに関すること 

上述のとおり、プロジェクトの後半においては、制度化に係る活動は中央レベルで行われる

必要があることから、プロジェクト事務所が、リロングエの森林局内（MoNREM）にも設置さ

れ、中央レベルへの打ち込みが実施された。その一方、プロジェクト活動の重点は依然として

対象県での活動にも置かれていた。そのため、日本人専門家は、対象県とリロングエ間の移動
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に時間を費やすことになり、中央レベルでの活動に十分な時間をとることができなかった。ま

た、MoNREM、MoAIWD、MoCECCD においては、COVAMS アプローチによる CMFA の制

度化を推進するためのフォーカルポイントは置かれず、そのため中央レベルにおける調整や意

思決定を促進することが困難であった。 

 

３－７ 結論 

以上のとおり、本プロジェクトは、マラウイの国家森林政策、シレ川中流域の流域管理に対す

るニーズ、日本のマラウイ援助政策に合致している。対象 4 県における最低限の投入による非常

に効果的な農民に対する能力開発とCMFA 技術の広範な普及により、本プロジェクトの有効性及

び効率性は高い。また、持続性については課題があるものの、プロジェクト完了後に、上位目標

を含む、正のインパクトが達成される見込みは非常に高い。したがって、終了時評価時点におい

て、本プロジェクトは非常に高いと判断される。 
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第4章 提言・教訓 

 

４－１ 提言 

上記の評価結果に基づき、上位目標の「COVAMS アプローチを活用した農民による流域保全活

動（CMFA）が対象県において広く実施される。」の達成に向けて、プロジェクトの残りの期間及

びプロジェクト終了後において実施すべき提言を、以下のとおり、とりまとめた。 

 

(1) プロジェクト終了時までの提言 

1） COVAMSアプローチに基づくCMFAのガイドライン案の最終化と承認 

  プロジェクト目標の達成の確保に向け、本プロジェクトで導入したCMFA の普及のみならず、

マラウイにおける流域管理に関連する他の活動の現場で広く活用するため、本プロジェクトで

作成した COVAMS アプローチのガイドラインが公式に承認されることが不可欠である。それ

ぞれのカウンターパートである省、MoNREM、MoAIWD 及びMoCECCDの局長レベルが、公

式の技術文書としてガイドラインの前書きに署名することが望ましい。 

 

(2) プロジェクト終了後に関する提言 

2） COVAMSアプローチに基づくCMFAの普及・向上に向けた必要な資源の動員に係る県レベ

ルでの今後 3年間の行動計画の策定 

  上述のとおり、対象 4 県の県政府に対し、本プロジェクトで対象外であった他の村落や TA

にCOVAMS アプローチに基づくCMFA を普及し、かつ、本プロジェクトによる支援を完了し

た村落におけるCMFA の強化を測るための、今後 3 年間の普及活動のための行動計画を策定す

ることを提言する。こうした行動計画により、人材や財源といった必要な資源及び入手可能な

資源を把握するのみならず、外部資金の動員に向けた戦略の特定を行うことが可能となる。ま

た、行動計画に基づき、年間の活動計画及び予算化により、県レベルでの研修・普及活動をよ

り実施可能なものとすることができる。 

 

3） COVAMS アプローチに基づく CMFA を実施しているサイトにおける変化を記録するため

のモニタリング活動の設計と導入 

  COVAMS アプローチに基づく持続的な CMFA に必要な資源を動員するため、本プロジェク

トで導入したCMFA の流域管理における効果を検証し、具体的な根拠を示すことが不可欠であ

る。したがって、地理情報付デジタル写真あるいは衛星画像による定点観測により、CMFA を

実施しているサイトでの、森林被覆や土壌流出などの変化を記録する、簡易で実施可能なモニ

タリングシステムを設計し、導入することを提言する。こうした記録は、本プロジェクトで導

入したCMFA の正のインパクトについての関係者の理解を促し、資源の動員を促進する明白な

根拠となるものと考えられる。 

 

４－２ 教訓 

4） COVAMSアプローチによる能力開発の有効性と効率性 
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 COVAMS アプローチでは、短期間により多くの村落をカバーできるよう、研修に係る最小限

の投入を行い、2 年間という期間を区切って集中的な支援を実施した。それにより、農民間の

技術移転をベースにした、CMFA 技術の効果的な普及を実現した。また、対象村落で入手可能

な資源を活用した、非常に簡易で、適切かつ適用可能な技術のパッケージとしたことが、より

広範な普及と高い適用率の要因でもあった。すなわち、COVAMSアプローチは、短期間かつ広

範にコミュニティ・ベースの流域管理活動に係る能力開発を行い、SLF 及び LF を中心とする

コミュニティ・ベースの活動の促進とその継続に貢献したことが確認された。したがって、

COVAMS アプローチによるコミュニティを対象とする能力開発を行うことで、流域管理技術の

広範な普及のみならず、コミュニティの自立的な活動が継続される可能性が高まることから、

広範な地域における長期的な取り組みを要する流域管理においては、効果的、効率的及び持続

的に課題に取り組むことが可能となることが期待される。 

5） プロジェクト活動の効率的な実施及び協調的な計画に基づく効率的な資源の動員に向け

た調整メカニズム 

流域管理は分野横断的な課題を網羅することから、効果的なコミュニティ・ベースの流域管

理活動を導入するには、中央、州及び県レベルでの調整メカニズムを構築することが重要であ

る。そうした調整メカニズムを構築するためのプロセスには、やや時間がかかるものの、プロ

ジェクト活動の効率的な実施や、分野横断的な取り組みを含む協調的な計画に基づく効率的な

資源動員につながる。したがって、案件デザインの段階において、どの組織がどのような課題

にどのように関与するかを把握し、被援助国側及び日本側で必要な実施体制を整えるため、詳

細かつ十分な関係者分析を行うことが不可欠である。 

6） プロジェクト完了後の必要なフォローアップを行うための支援実施村落のインベントリ

ーの必要性 

 本プロジェクトは、COVAMS アプローチに基づく CMFA の普及を通じて多大な効果をもた

らしたが、支援を行った村落のインベントリーが作成されておらず、具体的な効果を客観的に

検証することが困難となっている。マラウイのような貧困国では、国内資源を動員することは

難しく、ドナーや NGO の理解を得て、外部資金を動員することが必要であることから、プロ

ジェクト完了後におけるカウンターパートによる必要なフォローアップを検討するためには、

支援を行った村落のインベントリーの作成が必要である。また、本プロジェクトは、流域管理

に貢献することを目指していたことから、CMFA がどのように流域管理に貢献するのかについ

ての検証が不可欠である。したがって、支援を行った村落へのフォローアップや、流域管理と

いうゴールに向け、プロジェクトで導入した活動のインパクトの検証を行うことが必要であり、

支援を行った村落のインベントリーを作成するコンポーネントを組み入れておくことが望ま

しい。 

以上 
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付属資料 2 Promoting Catchment Management Activities in Middle Shire 

Terminal Evaluation Study 
Evaluation Date: November, 2017 

1 

Terminal Evaluation Grid (Achievement) 

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

Has been the inputs to the 
project implemented as 
planned? 

Has been the inputs from the 
Japanese side to the project 
implemented as the plan? 

Difference between the plan and 
actual  

Actual inputs ・ Project Monitoring Sheet by the 
Project Team 

・ Data and information provided 
by the Project 

・ Self-Evaluation Sheet by the 
Japanese experts 

Has been the inputs from the 
Malawian side to the project 
implemented as the plan? 

Ditto as above Ditto as above ・ Project Monitoring Sheet by the 
Project Team 

・ Data and information provided 
by the Project 

・ Self-Evaluation Sheet by the 
Japanese experts 

Has been the inputs sufficient 
to produce the planned 
outputs? 

Sufficiency of the actual inputs for 
the planned outputs 

・ Actual inputs 

・ Actual outputs 

・ Project Monitoring Sheet by the 
Project Team 

・ Data and information provided 
by the Project 

・ Self-Evaluation Sheet by the 
Japanese experts 

Has been outputs of the 
project produced as planned? 

Output 1 
Promotion for the target districts 
and the ministries concerned to 
ensure institutionalization and 
budget for COVAMS is carried 
out 

・ Materials for providing 
information meeting the needs of 
at least 3 organizations, including 
the guidelines for the COVAMS 
approach 

・ Implementation of seminars for 
information sharing/PR inviting 
the private sector at least 2 times 

・ Field visits for donor/media at 
least two times 

・ Status of materials 
including guidelines 

・ List of organizations 
visited and explained 

・ List of seminars held 

・ Record of field visits 
conducted 

・ Project Monitoring Sheet by the 
Project Team 

・ Data and information provided 
by the Project 

・ Self-Evaluation Sheet by the 
Japanese experts 

・ Comments of CPs of GOM, 
other donors, local residents, 
Japanese experts, JICA officers 
in charge, by questionnaire 
and/or interviewOutput 2 

Capacity for implementing the 
COVAMS approach by officers of 
the target districts is improved 

・ Delivery of trainings covering 10 
designated subjects at least once 
for officers of the target districts 

・ Fulfillment of the requirements by 
at least 80% of participants in the 
post-training evaluation of the 
training on CMFA using the 
COVAMS approach 

・ Adoption of the COVAMS 
approach by at least 80% of the 

・ Record of trainings 
delivered 

・ Proportion of participants 
who are in the 
post-training and fulfill the 
requirements 

・ Proportion of the villages 
which are within the TAs 
and adopt the COVAMS 
approach 



Promoting Catchment Management Activities in Middle Shire 

Terminal Evaluation Study 
Evaluation Date: November, 2017 

2 

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

villages within the pilot TAs 

・ Acknowledgement of at least 
80% of the LFs elected by fellow 
farmers 

・ Acknowledgement of at least 
80% of the selected SLFs 

・ Proportion of the LFs who 
are elected by fellow 
farmers and 
acknowledged 

・ Proportion 

・  of the SLFs who are 
selected and 
acknowledged 

Output 3 
Effectiveness of the COVAMS 
approach, both extension 
method and extension subjects, 
is verified 

・ Implementation of at least 1 
training on each subject of the 
CMFA using the COVAMS 
approach by at least 80% of the 
LFs elected by fellow farmers 

・ Participation of at least 80% of 
the households of the project 
villages in the training on the 
CMFA using the COVAMS 
approach by LFs 

・ Adoption of the CMFA by at least 
50% of the households of the 
project villages 

・ Identification of the effectiveness 
of the contour ridge cultivation 

・ Identification of the effectiveness 
of the gully prevention technique 

・ Information on trainings 
by LFs such as trainers, 
data and purposes 

・ List of LFs elected by 
fellow farmers 

・ No. of the households in 
the project villages of TAs 

・ No. of the households 
which participated in the 
training 

・ No. of the households in 
the project villages of TAs 
which adopt the CMFA 

・ Quantitative information 
on methods such as the 
amount of protected soil, 
maize production, the 
sand growth of planted 
trees, etc. 

Output 4 
The commitment of the 
COVAMS approach among 
leaders of all levels is enhanced 

・ Monthly meeting for the CCO – 
TST by the initiatives of the 
district forestry departments 

・ Conduct of a monthly PM 
meeting of the target districts by 
the initiatives of the district 
forestry departments and other 
district departments concerned 

・ At least 1 field visit inviting 
minimum of 8 officers of the 
ministries and districts by the 
district departments 

・ The visit and explanation to the 

・ Record of monthly 
meeting for the CCO – 
TST  

・ Record of monthly PM 
meeting of the target 
districts  

・ Record of field visit held 
by the district 
departments 

・ Record of the visit and 
explanation for 
organizations concerned 
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Terminal Evaluation Study 
Evaluation Date: November, 2017 

3 

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

organizations concerned at least 
3 times by the initiatives of 
officers of ministries and district 
departments 

Is the Project Purpose 
expected to be achieved by 
the completion of the Project? 

CMFA is institutionalized in the 
target districts 

・ Preparation and implementation 
of the annual plan and the 
budget request for CMFA using 
the COVAMS approach

・ Acknowledgement of the 
guidelines for the COVAMS 
approach by ministries 
concerned 

・ Status of the annual plan, 
the budget request and 
the guideline 

・ Acknowledgement of the 
guidelines for the 
COVAMS approach by 
ministries concerned 

Ditto as above 

Is the overall goal expected 
to be achieved?  

CMFA using the COVAMS 
approach is widely implemented 
in the target districts 

・ Implementation of CMFA using 
the COVAMS approach in at 
least two TAs other than the 
target districts 

・ Adaption of CMFA using the 
COVAMS approach by at least 1 
project funded by other donors in 
the target districts 

・ No. of non-target TAs 
implementing CMFA using 
the COVAMS approach

・ No. of projects in the 
target districts which are 
funded by other donors 
and adopt CMFA using 
the COVAMS approach

・ Project Monitoring Sheet by the 
Project Team 

・ Data and information provided 
by the Project 

・ Self-Evaluation Sheet by the 
Japanese experts 

・ Comments of CPs of GOM, 
other donors, local residents, 
Japanese experts, JICA officers 
in charge, by questionnaire 
and/or interview

・ Reports prepared by other 
donors 

What are factors affecting 
achievement of the outputs 
and the project purpose? 

・ Fulfillment of important 
assumptions set in the PDM 

・ Other external factors 

Information and data on 
important assumptions and 
other factors 

・ Project Monitoring Sheet by the 
Project Team 

・ Data and information provided 
by the Project 

・ Self-Evaluation Sheet by the 
Japanese experts 

・ Comments of CPs of GOM, 
other donors, local residents, 
Japanese experts, JICA officers 
in charge, by questionnaire 
and/or interview 
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Terminal Evaluation Study 
Evaluation Data: 

1 

Terminal Evaluation Grid (Five Evaluation Criteria) 

Five Evaluation 
Criteria  

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

Relevance Are the project purpose and 
Overall goal still consistent with 
Malawian development 
policies? 

Consistency with 
environment and resource 
management sector policy 
of Malawi 

・ The Malawi Growth 
Development Strategy II 
(MDGS II) 

・ The Agriculture Sector 
Wide Approach 
(2011-2015) 

・ The Community 
Development Policy 
(2012-2017) 

・ Ex-ante evaluation report 

・ The latest government 
policies and strategies 
related to CMFA 

Are the project purpose and 
Overall goal still consistent with 
the development needs of the 
target groups and Malawi? 

(Direct Target Groups) 
- GOM’s personnel of the four 
districts (MoNREM, MAIM, 
MOWYCS and MLGRD) 

(Indirect Target Groups) 
- LFs and SLFs of project sites 
in the four districts trained by 
GOM personnel  

- Farmers of project sites in the 
target four districts 

Consistency with the 
development needs 

・ Needs for 
institutionalization of 
CMFA for community 
vitalization and 
afforestation in Middle 
Shire 

・ Ex-ante evaluation report 

・ Comments by CPs of 
GMO, lead farmers, local 
famers and other donors 
(Questionnaire and/or 
interview) 

Is the project relevant to the 
Japanese ODA policy? 

Consistency with Japan’s 
ODA policy  

・ Priority areas in Japan’s 
ODA policy 

・ Country Assistance Policy 
for Malawi (MOFA) 

Effectiveness Has been the outputs achieved? Level of achievement of 
the planned outputs 

(Refer the Achievement 
Grid) 

(Refer the Achievement 
Grid) 

Is the Project Purpose expected 
to be achieved by the 
completion of the Project? 

Likelihood of achievement 
of the Project Purpose by 
the project completion 

(Refer the Achievement 
Grid) 

(Refer the Achievement 
Grid) 
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Terminal Evaluation Study 
Evaluation Data: 

2 

Five Evaluation 
Criteria  

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

Are the outputs of the Project 
expected to contribute to 
achievement of the Project 
Purpose as planned? 

Contribution of each 
output to expected level of 
achievement of the Project 
Purpose 

・ Level of achievement of 
each output 

・ Likelihood of level of 
achievement of the 
Project Purpose 

・ Project Monitoring Sheets 
by the Project Team 

・ Self-Evaluation Sheet by 
the Japanese expert 

Are there any other factors 
promoting or impeding for 
achievement of the Project 
Purpose?  

・ Fulfillment of important 
assumptions set in the 
PDM 

・ Other external factors 
affecting achievement of 
the Project Purpose 

・ Internal factors affecting 
achievement of the 
Project Purpose 

(Refer the Achievement 
Grid and the 
Implementation Grid)

(Refer the Achievement Grid 
and the Implementation 
Grid) 

Efficiency Are the quality, quantity and 
timing of the inputs appropriate 
for producing the planned 
outputs? 

Are the Japanese experts, 
trainings in Japan, and 
equipment provided by the 
Japanese side appropriate? 

・ Appropriateness of 
quantity 

・ Appropriateness of 
quality 

・ Appropriateness of 
timing 

Records of actual inputs ・ Project Monitoring Sheets 
by the Project Team 

・ Self-Evaluation Sheet by 
the Japanese Experts 

・ Comments by CPs of 
GOM and Japanese 
Experts 

Are the counterpart staff, facility 
and budget provided by the 
Malawian side appropriate? 

Ditto as above Actual inputs Ditto as above 

Are there any impeding or 
facilitating factors in terms of 
efficiency? 

Constraints and driving 
forces for efficiency of the 
Project 

Utilization of inputs for 
activities 
Data related to important 
assumptions for the 
outputs 

Ditto as above 



Promoting Catchment Management Activities in Middle Shire 

Terminal Evaluation Study 
Evaluation Data: 

3 

Five Evaluation 
Criteria  

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

Impact 

Prospect of Achieving 
the Overall Goal at the 
time of evaluation  

Is the overall goal expected to 
be achieved?   

Is the overall goal likely to be 
achieved as a result of the 
achievement of the Project 
Purpose? 

Logical adequacy of 
casual relationship 
between the Project 
Purpose and the overall 
goal 

PDM Ver.2 and logic 
model 

・ PDMs 

Are important assumptions 
affecting or expected to affect 
the achievement of overall 
goals? 

Fulfillment of important 
assumptions 

Information related to 
important assumptions for 
the overall goal 

Ditto as above 

Are there any factors impeding 
or promoting the achievement 
of the overall goal? 

Constraints and driving 
forces for the achievement 
of the overall goal 

・ Current status of power 
facilities 

・ Other donors’ supports 

Are there any unexpected 
positive / negative impacts? 

Are there any other negative or 
positive impacts? 

Positive or negative 
impacts of the Project on 
economic, environmental 
and other aspects 

・ Project Monitoring Sheets 
by the Project Team 

・ Self-Evaluation Sheet by 
the Japanese Experts 

・ Comments by CPs of 
GOM and Japanese 
Experts Ditto as above 

Sustainability 
(future prospect) 

Are the project effects likely to 
be sustainable after the 
completion of the Project? 

Are the project effects likely to 
be sustainable from the policy 
and institutional aspect? 

Institutional policy of 
MoNREM for community 
vitalization and 
afforestation in Middle 
Shire 

environment and resource 
management policy of 
MoNREM 

・ MoNREM 

・ Japanese Experts 

Are the project effects likely to 
be sustainable from 
organizational aspect? 

Organizational and 
institutional arrangement 
for environment and 
resource management of 
MoNREM 

・ Organizational structure 
of MoNREM 

・ Institutional and 
organizational 
arrangement/system for 
CMFA using COVAMS 
approach 

・ MoNREM 

・ Japanese Experts 

・ Other donors supporting 
river basin management 

Are the project effects likely to 
be sustainable from technical 

Technical capacity of 
MoNREM’s personnel 

・ The number and the 
technical level of 

Ditto as above 



Promoting Catchment Management Activities in Middle Shire 

Terminal Evaluation Study 
Evaluation Data: 

4 

Five Evaluation 
Criteria  

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

aspects trained by the Project MoNREM’s personnel 
trained by the Project 

Are the project effects likely to 
be sustainable from financial 
aspects?  

Availability of financial 
sources for continuous 
environment and resource 
management of MoNREM 

・ Budget for trainings for 
MoNREM’s personnel 

Ditto as above 

Are there any other factors 
which are likely to increase or 
decrease sustainability of the 
project effects? 

Constraints and driving 
forces for sustainability of 
the project effects 

Ditto as above 



Promoting Catchment Management Activities in Middle Shire 

Terminal Evaluation Study 
Evaluation Date: 

1 

Terminal Evaluation Grid (Implementation Process) 

Evaluation Questions 
Basis for Judgment Data required 

Source of Information 
(collection method) Main Items Sub Items 

Were the project activities 
implemented as planned? 

Difference between plan and 
actual implementation 

・ Records of 
implemented activities 

・ PDM and PO 

・ Ex-ante evaluation report 

・ Minutes of Meeting of JCCs 

・ Comments of CPs of GOM, Japanese 
experts, JICA officers in charge, by 
questionnaire and/or interview 

・ Project Monitoring Sheet by the Project 

・ Data and information provided by the 
Project 

Was the approach of technical 
transfer appropriate? 

Analysis on approach to 
prepare materials including 
guidelines and establish 
hierarchical training system to 
institutionalize CMFA using the 
COVAM approach for widely 
implementing the COVAM 
approach in Malawi 

・ Records of 
implemented activities 

・ Minutes of Meeting of JCCs 

・ Project Monitoring Sheet by the Project 

・ Comments of CPs of GOM, Japanese 
experts, JICA officers in charge, by 
questionnaire and/or interview 

How has been the 
implementation structure 
functioned for the progress of 
the project? 

・ Roles and responsibilities to 
be taken by Malawi side 

・ Role and responsibilities to 
be taken by Japanese 
experts 

・ Ownership of the Malawi side 
for the project 
implementation 

・ Communication among the 
Malawi side, Japanese 
experts and JICA, including 
function of JCCs 

・ Records of 
implemented activities 

・ PO 

・ Minutes of Meeting of JCCs 

・ Comments of CPs of GOM, Japanese 
experts, JICA officers in charge, by 
questionnaire and/or interview 

・ Project Monitoring Sheet by the Project 

・ Data and information provided by the 
Project 

Were there any factors 
affecting the progress of the 
Project? 

Were there any negative factors 
impeding the project 
implementation? 

Any specific problems and 
constraints causing delays 

Ditto as above 

Were there any positive factors 
promoting the project progress? 

Any specific issues which 
contributed to the project 
progress 

Ditto as above 
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